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はじめに 
 

 平成９年６月に地方自治法（昭和 22 年４月 17 日法律第 67 号）が改正され地方公共

団体に外部監査制度が導入されてから８年以上が経過した。包括外部監査は、財務に関

する事務の執行及び経営に係る事業の管理が法令等に従って適正に行われているかど

うかを主として合規性の観点から監査するのであるが、監査を行うに当たっては、当該

事務の執行の経済性、効率性等に特に意を用いなければならないこととされている。 

包括外部監査は、包括外部監査人が特定の事件（テーマ）を選定して実施するのであ

るが、これまでに多くのテーマが選定され、監査の結果に関する報告が提出されている。

また、包括外部監査人は、監査の結果に基づいて必要と認めるときは、当該地方公共団

体の組織及び運営の合理化に資するため、監査の結果に添えてその意見を提出できるこ

とになっているが、この意見も多数提出されているところである。 

地方自治法では、監査の結果に関する報告に基づいて、長、議会、行政委員会等によ

って措置が講じられたときは、その措置の状況は監査委員に通知され、監査委員はそれ

を公表することになっている。 

包括外部監査は平成 11 年度から本格的に始まったが、このときの対象団体は 86 団体

であった。その後、対象団体は増加傾向にあり、平成 18 年度には対象団体は 109 団体

となっている。そのうち、義務団体ではないが、条例により導入した団体も平成 11 年

度の２団体から平成 18 年度には 11 団体と増加している。この状況を見ると、包括外部

監査制度は徐々にではあるが、着実に地方公共団体に浸透していると思われる。しかし、

一方で条例により導入した団体のうち、財政難等を理由として中止した団体があること

も事実である。また、一部には包括外部監査制度自体に効果がないと批判する声も聞か

れる。 

もとより包括外部監査は監査人が指摘した事項が行政の事務の改善に寄与してこそ

その効果がある。措置に関する実態を調査し分析することは、包括外部監査の地方公共

団体への効果を測定する一つの方法であるとの考えの下に、研究を進めてきたが、多く

の地方公共団体が監査人の指摘を基に事務の改善を図っていることが判明した。この意

味で包括外部監査は一定の機能を果たしていると考えられる。事務の改善は一時的なも

のではなく、将来に向かって効果が継続することを勘案すると、地方財政の改善への効

果もあると考えられる。 
本研究報告は、上記の研究を基に地方公共団体の措置の実態をまとめたものであり、

２部構成になっている。Ⅰ部においては、措置に関する優れた実務を推進することを目

的として、包括外部監査実施団体の措置に関する取組み状況をアンケートによる方法に

より調査し、その結果を集計・分析している。Ⅱ部においては、包括外部監査実施団体

の措置による行政事務の具体的改善状況を紹介することを目的として、具体的な措置の

状況について監査テーマの類型別、指摘等の項目別に、「監査結果等」と「措置状況」
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について対比する形式で要約している。 

本研究報告は、包括外部監査を行う会員の参考に供することにより包括外部監査の品

質の維持・向上に役立つことが期待されるものであるが、地方公共団体の行政事務の参

考にもなれば幸甚である。 
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Ⅰ部 包括外部監査実施地方公共団体へのアンケート調査結果 
 

Ⅰ アンケートの目的 

地方自治法第 252 条の 38 第６項により、包括外部監査の結果に対して、若しくは

結果を参考にして包括外部監査対象団体の議会、長等が措置を講じた場合は、監査委

員は措置に係る事項を公表することが義務付けられている。一方、措置を講じなかっ

た場合は、監査委員に通知する義務もなく、監査委員も措置状況を公表する必要はな

いと解釈されている。 

しかし、そもそも包括外部監査はこれを実施して誤り等を指摘して終わりというも

のではなく、包括外部監査を受けた側がその結果をどのように受け止め、どのように

施策を講じるかが重要といえる。 

今般、日本公認会計士協会では、包括外部監査実施団体が措置に関してどのように

取り組んでいるか実態を把握し、実効性のある措置への取組みがあればそれを紹介す

ることにより優れた実務を推進していくことを目的として、措置に係るアンケート調

査を行った。以下の集計・分析はこのアンケート調査に回答があった 93 団体の回答

を基に実施したものである。なお、一部の質問に対して無回答のものがあったため、

回答数の合計が 93 に満たないものがある。 

 

Ⅱ アンケートの概要 

 ・調査対象 

   都道府県    47 団体 

   政令指定都市  14 団体 

   中核市     37 団体 

   条例制定市区  11 団体 

    計      109 団体 

 

 ・調査期間 

   平成 18 年 10 月 31 日から 11 月 24 日 

 

 ・回答数及び回答率 

   回答数 93 件 

   回答率 85.3％ 
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Ⅲ アンケート結果について 

Ⅰ 包括外部監査に係る措置について 

１．措置の実施について 

包括外部監査の結果報告書に基づき、包括外部監査に係る措置を講じられたことがありますか。 

 アンケートの集計結果は表１のとおりである。 
 

表１ 措置の範囲 

47
51%

44
47%

2
2%

すべての結果報告及び意見
について措置を講じることと
している。

部分的に措置を講じている。

これまで措置を講じたことが
ない。

 

47 団体（回答団体の 51％。以下同じ。）がすべての結果報告及び意見について措置を

講じると答えた。また、44 団体（47％）は部分的に措置を講じていると答えた。 

これまで措置を講じたことがないと回答した２団体のうち、１団体は、包括外部監査

制度を導入して間もない団体であった。もう１団体は従前から包括外部監査を導入して

おり措置についても進捗管理をしているが、公表方法についてまだ検討中であり、これ

まで公表したことがない団体であった。 

このうち、「部分的に措置を講じている」あるいは「これまで措置を講じたことがな

い」と回答したものについては、その理由について質問した。 

 
 

アンケートの集計結果は表２のとおりである。 
 

２．措置の実施状況について 

 措置を講じられなかった理由をお教えください。（複数回答可） 
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表２ 措置を講じなかった理由（部分的に措置を講じた団体） 

7

28

14
15

3 3 3

9
7

0

5

10

15

20

25

30
措置を講ずる具体的箇所がなかった、ある
いは、指摘が曖昧であったため

措置の検討に時間を要しており、いまだ公表
に至っていないため

結果については措置を講じたが、意見につい
ては措置を講じていないため

監査人と意見の対立（相違）があったため

結果又は意見の内容が法律に触れるため

結果又は意見の内容が条例改正を必要とす
るものであるため

結果又は意見の内容が他の自治体と整合
性をとる必要のあるものであり、当自治体だ
けでは判断できないため

予算措置が必要なため

その他

 
表２のように、部分的に措置を講じているとした団体（44）の大部分が、すべての結

果及び意見に対して措置を講じることとしており、段階的に措置を講じている途中であ

ることが分かった。すなわち、28 団体が、措置の検討に時間を要しており、いまだ公

表に至っていないとの理由を挙げた。 

措置を講じることとしている中でも、団体と包括外部監査人との間に意見の対立（意

見の相違を含む。）があった場合は措置を行っていないとした団体が 15 団体、「結果に

ついては措置を講じたが、意見については措置を講じていない」と回答した団体が 14

団体あった。 

「結果又は意見の内容が法律に触れるため」と回答した団体と「結果又は意見の内容

が条例改正を必要とするものであるため」と回答した団体がそれぞれ３団体あった。こ

れらの団体は、法律や条例の改正を必要としないものについてのみ措置を講じているも

のと推察される。 

「その他」と回答した７団体のうち、１．で「措置を講じたことがない」と回答した

２団体以外には、「監査人との間で認識違いがあったもの」との回答（１団体）、「改善

策を検討中のものがあり、検討中である旨の公表はしている」との回答（１団体）等が

見られた。 
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３．措置の公表時期について 

① 包括外部監査の結果報告書が公表された後、内規（あるいは目安）として、どれくらいの日数で措置を公表し

ていますか。 

 アンケートの集計結果は表３のとおりである。１年以内に措置を公表することとして

いる団体が 40 団体（44％）を占めた。一方、約 1/3 に相当する 33 団体（35％）が具体

的日数を設けていないと答えた。その他と答えた 17 団体では、２年４か月という期間

を挙げた１団体を除いては、おおむね半年より短い期間を目安としていた。 

 
表３ 措置公表までの期間（内規・目安等） 

40
44%

3
3%

33
35%

17
18%

１年以内

２年以内

具体的日数は設けていない

その他

 
 
 

② これまでの措置公表に要する所要日数は平均してどのくらいですか。 

アンケートの集計結果は表４のとおりである。実際に措置を公表するのに要した時間

について、73 団体（83％）が１年以内と答えた。２年以内と答えたのが 11 団体（13％）、

２年を超えているのが１団体であった。その他と答えた団体は、「１年以上」と答えた

団体、「一概にいえない」と答えた団体のほか導入後間もない団体１団体の合計３団体

であった。この回答を分析すると、３．①で「具体的日数は設けていない」と回答した

団体のうち、約半数は１年以内に公表を実施していると推測される。 
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表４ 実際に措置公表に要した期間 

73
83%

11
13%

1
1%

3
3%

１年以内
２年以内

２年超
その他

 
 
 
４．措置の公表方法について 

措置を講じた場合、どのような方法で公表されていますか。（複数回答可） 

措置の公表方法については特に定められていないため、回答にはバリエーションが見

られた。表５で示すように、71 団体（76％）がホームページで公表するとしており、

ホームページが公表方法としては最も多かった。ホームページでの公表は不特定多数の

人員がアクセスできるため、前向きな姿勢と評価できる。公報（広報誌）で公表すると

答えた団体は 60 団体（65％）であり、掲示板等で公表するとしているのは 24 団体（26％）

に留まった。その他と答えたものの中には、記者発表や記者への資料提供、公示・告示、

市議会へ参考送付、図書館・地区事務所で無料配布等の回答が見られた。 
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表５ 措置公表の手段 

60

71

24

8

0

10

20

30

40

50

60

70

80

公報（広報誌）

ホームページ

庁舎内掲示板

その他

 
 
 
５．措置のフォローアップ 

措置について、その後のフォローアップ体制（措置が適正に講じられているかどうか等）はどのようになっていま

すか。 

まず、措置を行うこととしている結果及び意見（あるいは結果のみ）については、39

団体が措置漏れがないかどうかを定期的に確認する作業を行っていると答えた。 

また、12 団体では、措置が講じられた後も庁内にフォローを行う部署（監査委員以外）

を設けて措置の実効性を確認する体制を取っているものと推察された。これらの団体で

は措置の実効性について事後的に調査を行っているものと思われる。ある団体において

は、結果及び意見を提出した当時の包括外部監査人に２年後に委託して措置状況を確認

してもらうとともに、その際に改善済みとなっていなかったものについて庁内でフォロ

ーする体制が敷かれていると回答しており、優れた実務ともいうべき対応がなされてい

る。ちなみに、本アンケートとは直接関係はないが、包括外部監査のテーマとして過去

の外部監査に関わる是正措置の状況を選択する団体も近時いくつか見られるようにな

ってきている。なお、フォローする部署名を具体的に答えた回答の中では、総務局（部）

に所属する担当部（課）を挙げた団体が最も多く４団体あった。 

フォローアップの方法として最も多かったのが、監査委員監査の一環として、措置の

実施状況を事後フォローするという方法であり、29 団体がこのような方法を採ってい

ると答えた。一方、指摘された部署の自主性に委ねると答えた団体が８団体、なしと回
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答したのが 12 団体、無回答が５団体であった。 

 
 
Ⅱ 包括外部監査の結果報告書について 

１．包括外部監査の結果報告書の活用方法について 

包括外部監査の結果報告書を公表後どのように活用されていますか。 

指摘・意見の内容を業務改善に役立てていると回答した団体は、事務見直しの契機と

すると答えた団体と合わせて最も多く 25 団体あった。次に、監査委員監査の参考とす

ると答えた団体が多く、20 団体あった。 

監査対象部門だけでなく、全庁的に適用可能な場合もあるため、イントラネット、研

修等を通じて全庁的な周知を図っているとした団体が 12 団体あった。 

その他、議会の参考とするとした団体が７、予算編成に活用するとした団体が５、各

部長のミッションに織り込むとした団体が１あった。 

なしと回答した団体４、無回答６であった。 

 

 

２．包括外部監査の結果報告書に対する要望 

措置を講じるに当たって、例えば、表現を明確にして欲しいなど、包括外部監査の結果報告書に対する意見・

要望等がございましたらお教え下さい。 

要望等はなしと答えた団体が 25 団体、無回答が 35 団体あり、おおむねこれまでの結

果報告書を評価している様子が伺われた。 

監査人への要望としては、指摘や意見を具体的に記載して欲しいとする意見が 10 団

体、簡潔・明瞭な表現を求めるものが７団体と複数見られた。結果と意見の峻別を明確

にすべきとする意見（２団体）、論点整理をすべきとの意見、事実なのか意見なのか不

明、正確性を求めるもの（各１団体）も合わせれば、22 団体が報告書の記載方法に係

る意見を寄せた。さらに、指摘事項や意見が一見して分かるような一覧表の添付を希望

する団体（１団体）もあった。 

そのほか、法令との整合性に配慮すべきとする意見（２団体）、行政監査ではないこ

とを理解すべきとする意見（１団体）、公会計制度を十分に理解すべき（１団体）との

指摘があった。 

また、法律改正を要するものについては（日本公認会計士協会にも）国に積極的に働

きかけて欲しいとする意見、公認会計士の専門知識を活かした具体的な指摘や助言（例

としてコスト分析等）、３Ｅ（経済性、効率性、有効性）の観点からの事務事業等の費

用対効果の検証や改善方策等の提案を希望するもの（各１団体）が見られた。 
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Ⅳ 結論 

以上のアンケート調査の結果から、包括外部監査の結果及び意見に対する措置につ

いては、地方自治法が意見に対しては措置を予定していないにもかかわらず、結果だ

けではなく意見に対しても各団体が自発的に前向きに取り組んでいる実態が伺われ

た。 
措置漏れを防ぐ対応は多くの団体で取られているほか、措置後の改善状況について

フォローアップ体制を敷くなどの積極的な対応も見られた。 
包括外部監査の結果及び意見の内容については、監査対象団体はおおむね高く評価

しており、各団体で業務改善等に向けて有効に活用されている様子が伺われた。 
当協会としては、以上の結果を踏まえ、包括外部監査人の作成する結果及び意見に

ついてアンケートにあった、指摘や意見を具体的に記載してほしい、簡潔・明瞭な表

現を求める、などの要望に応えるため、記載上の注意等を徹底することにより団体の

措置への取組みを一層推進するとともに、優れた実務が更に普及し、各団体がさらに

具体的かつ充実した措置を講じることを期待する。
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Ⅱ部 「措置の状況」の取りまとめについて 
 

Ⅱ部においては、過去に地方公共団体が公表した措置について、具体的な措置の状況

を監査テーマの類型別、指摘等の項目別に、「監査結果等」と「措置状況」について対

比する形式で要約している。 

監査テーマの類型としては、以下のテーマを取り上げている。 

１．交通事業・港湾 

２．水道事業 

３．教育委員会・教育機関 

４．試験研究機関 

５．施設管理 

６．清掃事業 

７．税の徴収 

８．地方公営企業 

９．道路・道路公社 

10．財政援助団体 

11．補助金・負担金 

12．委託取引 
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１．交通事業・港湾 
(1) 事業計画及び予算は的確に策定されており、実績と適時に比較されて結果が有効

に活用され、それが広く住民等に開示されているか。サービス向上、経費削減努力

等は十分か。 

監査結果等 措置状況 

「意見」 

１．○○整備事業の事業別・地区別の収

支管理が不十分である。適切な事業計

画を策定するためには、明確な事業目

標の設定と体系的な収支管理が不可欠

である｡ 

「意見」 

１．第×期実施計画において、地区別に

貨物扱量などを基にした行動目標を策

定した。 

中間決算や当初予算編成時に地区別

の収支見込みを策定し、実績額と対比

分析するなど収支管理を徹底する。 

 社会情勢や環境の変化等による事業

計画の見直しを適時行い、事業全体の

方向性に確実に反映させる。 

 

(2) 使用料等の金額及び徴収手続並びに債権管理は関連法令等に準拠し、合理的であ

るか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．回数券及びバス共通カードは現金、

貯蔵品のいずれにも該当しないことと

しているが、営業所において現金と同

様に取り扱うよう規定すべきである。 

「結果」 

１．乗車券類取扱要綱を制定し、乗車券

類についても現金と同様に適正な管理

を行うよう改めた。 

 

(3) 人件費及び経費等は契約の方法を含め法令等に準拠し、適切に処理されているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．バス定期券販売の一部を民間企業に

委託しているが、契約書は昭和×年×

月付けで締結されて以来更新されてい

ない。営業所の閉鎖等があったため、

契約内容の適時な更新が必要である。 

「結果」 

１．○○バス○○案内所における定期乗

車券委託販売については、新たに平成

×年×月×日付けで契約を締結した。

今後は、自動更新の約定のある契約で、

契約内容に変更が生じた場合には、速

やかに変更していく。 

２．固定資産管理システムは平成×年×

月においても、不具合のために一部稼

２．本システムの過去の履歴データの入

力及びバグの修正はすべて平成×年×



 

 - 13 - 

動していない等、完了及び検収の事実

がないにもかかわらず、平成×年×月

に委託業者の請求に基づき支払われて

いるため、この検収手続は適切とはい

えない。 

月×日までに終了し、委託業務は完了

した。今後、システム開発業務につい

ては、仕様書記載の項目ごとに、完了

確認するチェック表を検査報告書に添

付することとした。 

３．事務経費率については、見直しが行

われているとのことであるが、業務量、

業務内容等の変更、事務効率の向上に

よって実際の事務経費率は変わるもの

であり、これらを見定めた上で、定期

的な見直しが今後とも必要であると考

える。 

３．○○振興会に委託する清掃事業を総

合的に算定し、平成×年度に事務経費

率を 10％相当額から 6.5％相当額に見

直した。今後も必要に応じて見直しを

行っていくこととしている。 

４．市の他局からの受託事業における工

事負担金（監督事務費）については、

他局の負担と考えられるため、請求す

べきだったと思われる。 

４．契約書等で監督事務費の取扱いを明

確にしている場合を除き「部外関連、

工事積算要領」に基づき請求を行うこ

ととした。 

５．特命随意契約を行う場合、交通局で

は特段の規定はないが、市長部局に準

じ「長期継続委託チェックリスト」に

よって、根拠資料を整備すべきである。

車両検査では、昭和×年以降同一業者

であり、根拠資料の整備が必要である。

５．「○○市委託事務の適性執行に関す

る要綱」に従い、長期にわたり継続し

て同一委託先と特命随意契約を行う場

合（４年に１度）は、要綱に従ったチ

ェックを行うとともに、根拠資料を作

成することとした。 

６．駅長交際費については、交通局本庁

での一元管理が望ましいが、駅長交際

費を存続させる場合は、駅長以外にも

現金出納の担当者を置き、定期的に本

庁職員が実査する方法を採るなど内部

牽制が機能するような体制を作る必要

がある。 

６．駅長交際費については、現金及び帳

簿の管理を事務助役が、支出の決定は

各管区駅長又は乗務事務所長がそれぞ

れ行い、支出内容については、総務課

担当者が四半期ごとに実査（現金及び

帳簿等の確認）することとした。 

７．運行遅延による時間外勤務手当につ

いて、各営業所が給与規定に基づかな

い独自ルールにより過大に算出してい

るため、全営業所の統一ルールを定め

るべきである。 

７．｢遅延対策時間の廃止について｣で各

営業所・出張所あて文書通知し、×月

×日からは、給与規定に基づき、時間

外手当は実時間で処理している。 

８．理事退職金については、積立金とし

て資金留保はされているが、引当金は

８．○○振興会における理事退職金につ

いては、平成×年度から廃止すること
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設定されていない。内規等で毎期の発

生額が計算できるのであれば毎期の費

用として計上するべきであるが、平成

×年×月×日付けで定められた出資団

体に対する指導、監督、支援のための

基本指針によれば「本市の退職者であ

る役員への退職金の廃止等について検

討する」とされており、内規の検討が

必要である。 

とした。 

「意見」 

１．乗務手当等、売上手当、自動車事故

処理手当は支給の妥当性に疑義があ

る。 

「意見」 

１．手当については、支給の妥当性等を

精査し、人件費削減の観点も含め、○

○市交通局企業職員の特殊勤務手当支

給規定の一部改正と特殊勤務手当の支

給に関する実施要綱の一部改正によ

り、指摘された手当を含め 10 種類の特

殊勤務手当を廃止した。 

２．時間外乗務での待機時間について、

実際の待機時間にかかわらず一律90分

若しくは 60分の時間外勤務とみなして

手当を支給しているが、実際待機時間

の方が少ないケースもあるため、実時

間に基づいて支給すべきである。また、

正規勤務における中休時間の手当は、

時間外乗務の待機時間と性質が類似し

ているにもかかわらず支給単価が異な

るため、統一することが望ましい。 

２．特殊勤務手当支給規定の改正に伴う

中休手当の事務取扱いを定め、「中休

手当の事務取扱いについて」にて文書

通知し、本ダイヤから早出・遅出勤務

までの待機時間の時間外処理を廃止

し、待機時間は半拘束時間と考え、実

時間での中休手当を支給することとし

た。 

３．指名競争入札及び随意契約において、

概算金額 500 万円以下の場合は指名業

者の選定基準が明確にされていないた

め、明確にすべきである。 

３．指名業者選定要綱を改正し、500 万円

以下の選定基準を設けた。 

 

(4) 財産管理事務は法令等に準拠して適正に行われているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．各営業所の固定資産現物に管理シー

「結果」 

１．固定資産の特定化に向けて、新たに
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ルが貼付されていないため、貼付すべ

きである。 

また、一部の営業所で資産外備品に

管理シールが貼付されていなかった

が、規定どおり貼付すべきである。 

管理シールを作成し、平成×年度末ま

でに貼付が終了する予定である。資産

外備品は、平成×年×月までに管理シ

ールの貼付及びその確認を終了した。 

２．備品の異動について、台帳に記録が

なかったが、台帳の整理及び実地調査

が必要である。 

２．各課室長あて文書通知において、会

計規定に従い、より適切な管理を行う

よう関係職員に周知徹底を図った。 

３．資産外備品の現物実査の結果、現物

が確認できなかったものや、故障・廃

棄状態のものがあったため、抹消手続

等を適切に行うべきである。 

３．指摘を受けた資産外備品は、平成×

年×月×日までに抹消等の必要な手続

及び備品整理簿の保管場所欄の記載漏

れ分の追加記載を終了した。なお、固

定資産の実地調査については平成×年

度末までに終了する予定である。 

４．一部の固定資産の減価償却費に、耐

用年数の誤りがあった。 

４．指摘については修正を行い、平成×

年度減価償却費計算では、単年度償却

額及び償却累計額とも本来の金額とし

た。 

５．土地建物使用許可に伴う平成×年度

分の使用料未収入金×百万円が未回収

になっている。平成×年度では、使用

料が４分の１程度に減額されている

が、使用料の積算基準については、一

貫性を図る必要があったと思われる。 

５．行政財産の目的外使用許可内容のう

ち、原則的な箇所に変更が生じるよう

な場合には、必要な資料の整備を行う

こととした。 

 今後は、使用料の滞納が生じた場合

には、使用者の資金繰りについて報告

を行うことを許可条件に加えることと

した。 

６．貯蔵品のうち、×百万円は過去×年

間使用実績がない。貯蔵品の自然劣化

を考慮し、保管品としての範囲の見直

しを検討すべきである。 

６．発注から納品まで履行期間に長期の

日数を要する車輪等の物品について

は、貯蔵品による管理方法とし、指摘

の対象となった自然劣化等が懸念され

る物品については、必要の都度調達す

る方法に方針変更した。 

７．平成×年度の営業費用「線路保存費」

に計上されていた×百万円は、土地と

して計上すべきものである。 

７．○○駅南側広場整備負担金のうち、

×百万円については、平成×年度に固

定資産に計上した。 
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(5) 補助金の給付は適切であるか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．敬老特別乗車負担金の算定基礎とな

る乗車率について早急に調査し、繰入

金の算定に反映すべきである。 

「結果」 

１．負担金の算出に反映する基礎データ

とするため、平成×年度に独自にバス

乗務員の目視による市バスの利用状況

調査を全ダイヤで実施し、調査結果を

平成×年度予算における算定数値に反

映した。 

２．身体障害者等特別乗車証負担金の計

算における交付枚数について、書き損

じ再交付分は含めるべきではない。ま

た、月別の交付された枚数を基礎に算

定すべきである。 

２．身体障害者等特別乗車証負担金につ

いては、交付実績に基づき算出してい

るが、平成×年度からは月別の実交付

枚数で計算し算出することとした。な

お、平成×年度の書き損じ再交付分に

係る負担金×円については戻出済みで

ある。 

 

(6) 会計処理及び決算書の開示は適切に行われているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．企業債について金利選択の決定に際

しては、根拠資料を整備し、管理者ま

での決裁記録を残すことが必要であ

る。 

「結果」 

１．「固定金利方式」、「利率見直し方

式」の金利方式の選択については、管

理者決裁とするとともに、根拠資料を

決裁書類に添付することとした。一般

会計からの無利子借入金（×億円）の

算定根拠の整備を行った。 

２．資本剰余金に計上されている○○事

業特例債元金補助金（×百万円）は、

地下鉄建設のため企業債から発生する

支払利子相当額を対象に発行される特

例債の元金返済に充当することを目的

とした補助金であり、資本取引に該当

するものとはいい難い。 

２．平成×年度予算において営業外収益

に計上済みである。また、平成×年度

以前の当該補助金について平成×年度

の認定と併せ処理する予定である。 

「意見」 

１．売上管理システムの入力パスワード

が１桁設定のため、４桁に変更すべき

「意見」 

１．売上管理システムのパスワードにつ

いては、４桁に変更した。 
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である。 

また、カード精算システム等につい

て、ＩＤ入力機能がなく、さらに担当

者共通のパスワードが設定され変更も

されていない。 

また、○○市交通局電子計算機処理

データ保護管理規定を改正し、パスワ

ードの設定や定期的な変更をルール化

する。 

２．財務会計システムの変更の際、設計

書や操作マニュアルが更新されていな

いため、適時に更新することが望まれ

る。 

２．プログラム改修時におけるシステム

設計書等のドキュメント、操作マニュ

アルについては、最新版に更新した。 

３．運転手の連続乗務時間は労使協定に

より×分と決められているが、さらに

民間の労働条件等を参考にした運営が

望まれる。 

３．連続乗務時間を厚生労働省が限度と

定める×分以内まで延長するととも

に、必要なダイヤ改正を実施する。 

 

２．水道事業 
(1) 水需要の予測・水資源開発・供給能力見直し等が適切に行われているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．水需要予測が見直されて３年が経過

し、予測時点とは社会情勢が変化して

いることから、再予測を検討すべきで

ある。 

「結果」 

１．平成×年度に、将来水需要予測を実

施した。その内容は、平成×年度にお

ける１日最大給水量として×万㎥、１

日平均給水量として×万㎥、水源確保

量を１日当たり×万㎥とするものであ

り、○○水道部経営・事業等評価委員

会の評価を経て決定した。 

２．安定した水の供給を行うべく計画し

ている複数の水源開発は、「費用対効

果」等を十分に検討すべきである。 

また、産業構造の変化による需要動

向に対処して工業用水の需要予測を適

時に見直すと同時に、余剰水量につい

て、上水道への転用等による有効活用

を検討することが望まれる。 

２．水源については、長期的な視点で、

安定供給などの観点も考慮し、負担の

最小化を図っていくことを基本的な考

え方として、水源内訳を定めた。 

既に１日当たり×万㎥を確保してお

り、平成×年度末に施設利用権を確保

した○○工業用水道企業団からの転用

分×万㎥に加え、工業用水事業からの

転用で×万㎥、○○ダム等で×万㎥を

確保していく方針を発表した。 

工業用水の将来水需要量の予測につ
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いては、平成×年度に見直しを行い、

○○水道部経営・事業等評価委員会に

おいて、平成×年×月に承認された。

余剰水量については、×万㎥を○○

水道事業へ転用する方針で調整を行

う。 

３．工業用水の水利権の転用の可能性、

過去における１日最大給水実績と施設

能力及び需要予測の関係を総合し、○

○浄水場建設に関しては中止も視野に

入れて、適切な評価・見直しが必要で

ある。 

３．将来水需要予測結果を踏まえて、○

○ダムからの水源確保量を日量×万㎥

から×万㎥に、○○利水の水源確保量

を日量×万㎥から×万㎥に下方修正し

た。 

それに基づき、浄水場建設計画の再

検討を行う。 

４．国に対し時代に即した国庫補助制度

の要請を行う一方、受水市町村ととも

に全体の視点に立った施設更新計画を

策定するなど、受水市町村と連携を取

りながらより効率的に事業を推進して

いく必要がある。 

４．国に対し、水道施設の再構築に必要

な国庫補助制度の充実について、平成

×年×月に要望を実施した。 

受水市町村とも調整を行った長期施

設整備基本計画及び中期整備事業計画

を平成×年度に策定したところであ

る。 

「意見」 

１．給水能力が過大と考えられるため、

早急に広域化、受水契約の見直し、浄

水場の一部廃止を検討すべきである。

「意見」 

１．企業団からの配分水量を削減するこ

とが、時間的、コスト的に最も効果は

得られるが、○○市だけが削減した場

合、構成団体である○○等に費用負担

の影響が生じるため、調整、協議に相

当の期間が必要になる。このことから、

○○市としては早急に水需要予測を実

施し、浄水施設の統廃合計画を策定す

ることを優先させている。 

さらに、企業団受水については昨年、

構成団体による検討会議を設け、企業

団に対して人件費の抑制、施設更新費

の縮減などの事業効率化による受水費

の軽減について申入れを行っている。

また、将来の広域化に向けた協議を併



 

 - 19 - 

せて進め、当面は配水管網の連絡や水

源水質検査体制等の連携など、現状に

おいて事業者間での事業効率化の図れ

る部分について具体的な検討を進めて

いる。この検討を継続しながら将来の

広域化につなげる方針である。 

２．確実な需要予測に対応した財務的観

点に基づいた中・長期の投資計画の策

定、資金需要に応じたコスト削減と経

営効率化の推進を図ることがますます

重要となるため、これらのことを市民

に適時に公表して理解を得る必要があ

る。 

２．ライフスタイルの変化を踏まえた確

実な水需要予測を行い、それに基づい

た料金収入の把握を行うと同時に、収

入減に応じた職員定数削減、事業の見

直し、コスト削減と経営の効率化を図

る等の内容を盛り込んだ新たな経営プ

ランを策定し、平成×年×月に「水道

事業中期財政プラン（平成×～×年

度）」として公表した。 

 

(2) 契約の方式及び相手方の選定方法は適切か。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．メーター検針業務の委託化を進めて

いくことにより、経費削減を実現して

いくことが必要である。さらに、民間

委託を実施する予定となっている○○

社及び新規参入業者の業務処理能力を

適切に評価し、委託化の範囲の拡大が

可能であるかどうか検討が必要であ

る。 

小型満期メーター据替作業について

は、入札の仕方を様々工夫することに

よって、他の民間業者でも業務を遂行

できる体制ができると考えられる。入

札を行う際は、契約参加の公平性を保

つとともに、経済的な契約を結ぶこと

が必要である。 

その他一般業務や警備業務、○○配

水池等施設管理業務についても競争入

「結果」 

１．メーター検針業務については、平成

×年×月から、×区で民間委託を実施

した。今後も対象区を拡大していく。

なお、○○社への検針委託単価につい

ては毎年見直しを行っており、平成×

年度の平均単価は民間委託の実施を踏

まえ、平成×年度に比べ約×％減と大

幅に引き下げた（平成×年×月×日）。

小型満期メーター据替作業について

は、平成×年×月から×区について競

争入札を実施し、平成×年度までに全

区に拡大していく（平成×年×月×

日）。 

警備業務については、平成×年度か

ら競争入札を実施した。また、○○配

水池の施設管理業務については、職員

が巡回業務を行うとともに、植木剪定
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札により契約参加機会の公平性を保つ

とともに、業者の見積り合わせにより

毎年度契約金額の見直しを実施するこ

とが経済性の観点から必要である。 

業務は○○浄水場において随時発注す

ることにより、平成×年度で委託を廃

止した（平成×年×月×日）。 

２．情報システムの運用業務と開発・保

守業務は、その作業内容や責任範囲な

どが異なり、別契約を検討する必要が

ある。また、開発・保守業務は、実績

に応じて支払できるような契約を行う

必要がある。 

２．平成×年度契約から、運用業務と開

発・保守業務を別契約とし、開発・保

守業務については、実績に応じ支払が

増減される単価契約とした。 

「意見」 

１．競争性と透明性の高い入札を実施す

るためには公募型指名競争入札や制限

付き一般競争入札が望ましく、そのた

めにも電子入札制度を採用して事務手

続の効率化を図るべきである。 

「意見」 

１．平成×年度からの電子入札実施に向

けて関係課所と打合せ等準備を進めて

いる。実証実験後、一般競争入札、公

募型指名競争入札を対象に実施する予

定であるが、段階的に対象案件を拡大

していく。 

２．×件の工事に関し、請負金額が３分

の１以上増減する設計変更がなされ、

当初の入札条件と異なる工事となって

いる。今後は当初の設計段階でより慎

重な積算を行い、規定に基づく慎重な

対処をすることが望まれる。 

２．平成×年×月×日付け文書をもって、

各配水管理所長あて、当初の設計を大

きく変更することのないよう、事前に

調査を十分行い、要綱どおり厳格な運

用を行うよう周知徹底を図った。 

 

(3) 料金の徴収は適切に行われているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．料金等の滞納に対する停水執行につ

いて要領等がなく、担当者の判断によ

っているため、要領等を早急に整備す

べきである。 

「結果」 

１．停水執行に関する要領については、

平成×年×月×日から、より適切な事

務執行を行えるよう「訪問集金、（督

促・停水）での接し方」、「停水執行に

当たっての心得」、「停水執行の準備と

手続」、「停水執行」、「停水解除」等を

停水実施要領にまとめ、より適切な事

務執行が図られるよう関係職員に周知

徹底を図った。 



 

 - 21 - 

２．領収書受払については、検証印とし

ての交付者の記名、押印が必要である。

また、現金残高管理に十分注意を払い、

業務終了時における実査には上位者が

定期的に立ち会うことが必要である。

さらに、現金等に関する帳票等の各営

業所での取扱いを調査・把握し、実態

に即した統一的ルールを作成し適用す

ることが必要である。 

２．領収書受払については、平成×年×

月から領収書交付簿の様式を変更し、

交付者の記名、押印をするように改め

た。また、現金残高管理については、

金庫保管額帳票等の記入方法の統一を

図るとともに、上位者による実査を定

期的に行うよう、平成×年×月に文書

にて各営業所長に対して周知徹底を図

った。 

３．料金整理業務を効率的かつ効果的に

実施するために、各営業所での取扱要

綱及び処理基準の運用状況を把握する

とともに、担当者から意見を聴取して、

統一的な料金整理業務の処理基準を再

構築することが有用である。さらに、

「未納整理帳票」の運用を柔軟かつ有

効なものとするため、実態に即した規

定に見直すとともに、その規定に沿っ

た適切な承認決裁が行われるべきであ

る。 

３．料金整理業務の見直しについては、

局内にプロジェクトを設け、各営業所

の未納整理員等から意見を聴取するな

ど、検討を進めてきた。その結果、平

成×年×月に、新たな「水道料金等未

納整理業務及び給水停止業務に関する

取扱要綱」及び「料金整理業務の処理

基準」を作成するとともに、未納整理

帳票も、実態に即して見直しを行い、

新たな帳票を作成し、各営業所に周知

した。現在、各営業所では、新しい要

綱、基準及び帳票に基づいて、統一的

な事務処理を行っている。 

４．未納整理担当職員の担当地域を定期

的にローテーション化させ内部牽制が

働く人事異動等を検討すべきである。 

４．人事異動を実施する際、訪問集金と

いう業務の特殊性が認められるので、

職員の適性を踏まえ定期的な人事異動

を行うとともに、未収金管理について

は、常時チェックする体制を整えた。 

５．集金用領収書について、日々の受払

管理を実施すべきである。 

５．集金用領収書の受払簿を作成し、未

納整理担当職員が受入枚数及び金額を

日々記入し料金係長及び営業所長の決

裁を受けている。また、未納整理担当

職員が、毎月初めに出力される未収全

件リストと停水執行対象月の集金用領

収書との照合を行っている。 

 

(4) 固定資産・棚卸資産の管理は適切に行われているか。 
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監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．固定資産や棚卸資産の現物管理の適

正性を図るため、台帳管理、異動手続、

廃棄手続、資産番号の付番、現物管理

のためのシール貼付、及び実地棚卸し

手続の制度化のためのマニュアル化等

の整備が必要である。 

「結果」 

１．○○市水道局会計規程に沿った台帳

管理、異動手続、廃棄手続及び現物管

理のためのシール貼付を実施するよ

う、平成×年×月×日付け文書にて各

所属に周知徹底を図った。また、実地

棚卸しマニュアルを作成し、平成×年

×月×日付け文書にて各所属に周知徹

底を図った。 

２．固定資産については、定期的に固定

資産台帳と現物の照合を行う必要があ

る。 

２．固定資産台帳と現物との調査につい

ては、「固定資産実態調査計画書」に基

づき、平成×年度から定期的に全課所

場の実地照合を行う。 

３．棚卸資産の棚卸し実施時期は、期末

資産の実在性及びその評価という点か

ら、３月末日に近い時点で、全事業所

一斉に実施するのが望ましい。実地棚

卸しを組織的に手順どおりに実施する

ためには、実地棚卸し要領の整備が不

可欠であり、早急に整備する必要があ

る。 

３．平成×年度の棚卸しについては、実

施時期を従来の９・10 月から１・２月

に変更することとした。また、平成×

年度以降は３月に実施することとし、

さらに、実地棚卸しマニュアルを作成

し、これらについて平成×年×月×日

付け文書にて各所属に周知徹底を図っ

た。 

４．滞留貯蔵品は、調達計画と使用計画

が適切に対応していなかったために生

じている。今後は適切な計画に従って

調達を行い、利用できないものは速や

かに廃棄する必要がある。 

４．平成×年度から順次貯蔵品制度を見

直し、貯蔵品は災害対策用緊急材料と

直営による維持工事用材料のみとす

る。 

なお、平成×年度は調達計画と使用

計画について、貯蔵品が滞留とならな

いよう適正な管理をしている。制度改

正により、使用不可の旧型配水工事材

料は、平成×年×月に不用品として売

却処分した。 

５．耐用年数の決定経過を明らかにした

資料を整備し、処理の統一化を図る必

要がある。また、共同事業で設備が実

際に稼動した年度に精算が行われてい

５．耐用年数の決定に当たっては、その

決定した経過を明らかにした資料を作

成し、処理の統一化を図った。また、

共同事業で取得した資産についても、
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ない場合、適時に精算に関する資料を

入手し、設備の稼動した年度に精算す

る必要がある。 

資料提出を早めるよう関係機関と調整

した結果、設備稼働年度に精算を行え

るようになった。 

「意見」 

１．工事期間が長期にわたる水道事業に

おいては、建設仮勘定の残高管理を徹

底する必要がある。また、工事の進捗

状況等を把握できる体制を整えておく

必要がある。 

「意見」 

１．平成×年度決算から経理課において

建設仮勘定の総額を年度別に把握でき

るよう平成×年×月、各課長に通知す

るとともに、会計規程等を一部改正し、

工事担当課に事業年度末における未完

成工事の状況を経理課へ報告すること

を義務付けた。 

 

(5) 人件費の処理は適切に行われているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．再調手当は通常の勤務時間内に行わ

れるべき業務に対するものであり、手

当を支給する業務ではなく見直すべき

である。 

「結果」 

１．再調手当については、平成×年度か

ら廃止する。 

２．徴収手当が一律で支給されているた

め、徴収金額や徴収件数、徴収業務の

難易度等に応じた支給方法を検討すべ

きである。 

２．徴収手当は、給水停止対象の未納料

金の徴収及び給水停止業務に対して一

律支給していたが、平成×年度から委

託することで廃止する。しかし、平成

×年度末における長期滞納金について

は、解消されるまで水道局職員で対応

することとした。この業務は、特に困

難性を要し、また、早期に解消するこ

とを目的に「滞納整理手当」として、

従事した日１日につき×円を支給す

る。なお、当該長期滞納金については、

平成×年度以降の発生分について委託

で対応することから、今後増加するこ

とはなく、解消されることで手当支給

の対象はなくなる。 

３．実態を示す上では、割増分を含めた

退職給与金要支給額を開示すべきであ

３．平成×年度決算書に、割増部分も含

めた退職給与金要支給額を注記した。 
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る。 

「意見」 

１．担当職員の徴収点検手当の基礎とな

る月次の点検件数は順次引き上げら

れ、手当の支給は一定の動機付けとな

ったが、能率向上のため、さらに条件

を見直していく必要がある。 

「意見」 

１．水道メーター検針業務については、

「水道経営改革プラン」において、平

成×年度で現行の直営を廃止し、民間

委託及び再任用化するので、これによ

り職員の徴収点検手当は廃止する。 

２．工事係や未納整理担当職員を市内各

地に配属するのは効率的ではないた

め、営業所の統廃合を図る必要がある。

２．平成×年度末までに業務見直しに伴

う給水装置工事管理システムの一元化

を図り、平成×年度以降の早い時期に

営業所職員の再配置を進めることによ

って、×営業所に統合する。その一環

として平成×年度において未納整理担

当業務の委託化を図り、年間約×千万

円の委託費が見込まれるが、×人の人

員を削減する。 

また、平成×年度から排水工事事務

所の交替勤務体制の廃止に伴う夜間に

おける漏水修繕業務の委託化を図り、

営業所工事部門を排水工事事務所に統

合する。 

この委託化により、年間約×千万円

の委託費が見込まれるが、平成×年度

までに×人程度の人員を削減する。 

 

(6) 事業収支の管理は適切に行われているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．受託工事の事業収支を明確にするた

め、受託工事費の各費目について、そ

の内容を分析把握し、受託工事に係る

事業収支の改善を図る必要がある。 

「結果」 

１．受託工事費の各費目について、その

内容を再度分析し、兼務職員に係る受

託工事費と給水費の費用配分の見直し

などを行った。その結果、平成×年度

決算では、受託工事事業の営業損失は

×百万円となり、平成×年度決算の×

百万円と比べ事業収支は改善された｡ 
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３．教育委員会・教育機関 
(1) 教職員等の給与等は法令、条例、規則等に基づき適切に処理されているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．扶養手当・通勤手当・住居手当を支

給している教職員について、一部、扶

養親族届、通勤住居届が保管されてい

なかった。書類の保管に当たっては、

適切な管理が必要である。 

 

 

「結果」 

１．扶養親族届・通勤届・住居届の管理

については、担当課内で研修会を開き、

適切な取扱い及び管理を徹底した。ま

た、届出書の保存期間及び方法につい

ては、事務処理の効率化を図る観点で、

平成×年×月から電磁記録の補助資料

として取り扱い、×年保存に見直した。

２．高等学校の教諭に対し、「勤務時間

外において生徒の行う清掃の生徒指

導」に×時間以上従事したとして、生

徒指導のための特殊業務に係る教員特

殊業務手当が支給されている。手続上

の必要な承認等は行われているもの

の、実際には、部活動の指導に従事し

た場合も、清掃業務等に従事したもの

として支給されているものと思われる

ので、事実に即して手当の支給を行う

必要がある。 

２．教員特殊業務手当については、平成

×年×月に、請求内容が実態に即して

いるか確認できる様式（教員特殊業務

手当実績整理簿）に改め、業務に従事

した都度学校長等の決済を受ける手続

に変更した。 

  また、各学校で保管される「教員特

殊業務手当実績整理簿」については、

当分の間、教育委員会事務局に写しを

提出することとし、公金支出に関する

意識を職員に醸成するよう指導を徹底

する。 

３．非常勤講師等は事前に登録され、採

用の必要が生じた場合はその登録者の

中から選ぶこととなっているが、事前

の登録を定めた要綱等はなく、必要書

類は、登録希望者に向けた「臨時的任

用職員及び非常勤講師の採用選考志願

について」に記載されているだけであ

る。登録について、要綱等を明確に定

める必要がある。 

３．平成×年×月×日に「○○市立学校

の非常勤講師等の登録手続に関する要

領」を制定し、事前登録手続について

規定し、平成×年×月から適切に事前

登録を実施できるようにした。 

  また、要領に登録に当たっての必要

な書類を定めており、この要領に基づ

き実施している。 

 

４．非常勤講師×名に対し報酬×円の未

払いがあった。 

  これは、学校から「非常勤講師報酬

調書」の提出がなされていなかったこ

４．非常勤講師×名に対する未払い報酬

については、平成×年×月に支払った。

  非常勤講師の報酬支給事務について

は、効率的かつ正確な執行体制を確立
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と、また、任用事務の担当課と支払事

務の担当課が別の課であり、相互の連

携が取れていなかったことによる。 

するため、平成×年度から、任用及び

支払事務を一括して教職員課で行う。

 

「意見」 

１．事務職員、学校用務員は定時制勤務

手当のみの対象であり、現在も引き続

き支給されている。しかし、教育委員

会において、平成×年度より市民館等

の運営のため２交代の人員シフトを取

っているが、平日、夜間の勤務を行っ

ても追加の手当は付与されていない。

事務職員、学校用務員に対する定時

制勤務手当についても合理性の有無を

検討されたい。 

「意見」 

１．平成×年×月×日をもって「○○市

職員特殊勤務手当支給規則」を改正し、

定時制勤務手当を廃止した｡ 

２．学校用務員について非常勤化を進め、

×名設置している学校用務員（小学校、

中学校、聾学校、養護学校、高等学校

全日制）のうち、×名は非常勤職員と

し、将来的には学校用務員の業務は外

部委託を進めていくことを検討された

い。 

２．学校用務員の配置については、正規

職員×名の配置を基本としていたが、

平成×年×月から、正規職員×名、非

常勤職員×名の計×名を基本とした配

置を進め、退職動向等を勘案し、×名

の非常勤嘱託化を図った。平成×年度

以降も退職動向等を勘案しながら進め

る。 

  なお、今後、学校施設のあり方が変

わっていく中、外部委託の導入も検討

する。 

 

(2) 補助金等及び委託料等の支出は法令等に基づき適切かつ効果的になされている

か。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．交付側の教育委員会においても、交

付に当たり実質的な審査がなされてい

ない場合や、そもそも交付要綱がない

にもかかわらず事実上の慣習として交

付している場合、過年度の実績報告書

の提出のない交付団体を審査せずに、

「結果」 

１．平成×年×月×日付けで、校長会、

研究会等に対する補助金については、

補助金交付要綱、補助金に関するガイ

ドラインを制定し、交付基準、対象経

費基準等を明確化するとともに、交付

するに際して付す要件を厳格化した。 
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次年度の補助金申請を受理し、交付決

定している場合等の実態があった。 

  また、平成×年度から補助金交付に

当たっては、担当課による審査を厳格

に行うとともに、「補助・委託事業審

査会」による審査を行い、指導、改善

した。 

  なお、校長会、研究会等の補助金に

ついては平成×年度に見直しを行い、

「国内教育事情視察補助金」等、一部

の補助金を廃止した。今後、さらに見

直しを図る。 

２．委託料について、事後的コントロー

ルが有効に機能していなかった。事前

に開催している説明会で説明している

有効な事業費の利用、適正支出のガイ

ドラインや作成保存すべき書類につい

て各学校では周知理解されていなかっ

た。 

  委託事業の実効性につき疑義のある

事業報告書も担当課では十分な吟味の

ないまま承認されていたため、形式・

実質の両面において事後的コントロー

ルの有効性を確認できなかった。 

 

 

２．平成×年度分については、担当課で

事業計画書と事業実績報告書の相違、

運用指針との整合性を確認するととも

に、「補助・委託事業審査会」におい

て審査を行い、順次、指導、改善した。

  平成×年度分については、平成×年

×月×日に「夢教育 21 推進事業運用指

針」及び「○○市立学校関係団体にお

ける補助金・委託料執行マニュアル」

を制定し、同月に説明会を開催し適正

な執行について周知・指導した。また、

提出された事業計画書についても運用

指針との整合性等を担当課で確認する

とともに、「補助・委託事業審査会」

において審査を行い、順次、指導、改

善した。 

  さらに、担当課及び事務局内に設置

した「事務改善委員会」により、委託

事業が適正に執行されているか各学

校・団体に対し直接調査を行い、改善

が必要なものはその場で指摘し、対応

を求めるとともに、結果をまとめたも

のを委託団体である校長会及び各学校

に通知し、より適正な執行について徹

底した。 

「意見」 「意見」 
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１．補助金を交付する側も受ける団体側

も補助金が住民の税金であるとの認識

が不足しており、継続的、慣習的に交

付されてきた経緯から判断しても、実

績報告書から補助金交付による有効利

用が必ずしも確認できない。団体に対

する補助金は、あくまで当該団体が自

主運営する補助として使われるべきも

のであり、すべてを補助金で充てるの

は本来の趣旨とは異なるものである。

  早急に補助金交付要綱を整備し、補

助金として支出すべきか否かの判断指

針を持つ必要がある。 

１．平成×年×月×日付けで交付要綱・

ガイドラインを作成するとともに、補

助金の有効利用を審査、確認し、一部

の補助金の削減を図った。また、交付

団体の自主財源比率の向上を指導し

た。 

  平成×年度以降についても、補助金

交付に当たり、有効活用が図られる観

点から見直しを進める。 

 

 

 

 

 

(3) 教育財産の取得及び維持管理は適切に行われているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．変更登記費用を節約するため、公有

財産規則に従った処理が行われていな

い土地があるが、同規則に従い変更登

記手続を行う、若しくは、必要性・経

済性を勘案した規則の具体的適用につ

いて県全体として指針を定める必要が

ある。 

  ネットワーク設備更新工事が行わ

れ、旧設備が撤去されているので、撤

去された財産の価格を公有財産台帳上

減額すべきである。また、新設備の公

有財産台帳価格から、旧設備の撤去費

用を減額すべきである。 

 

「結果」 

１．公有財産規則第×条の規定は、財産

管理上支障が起こらないようにその登

記について整理をすることを趣旨とし

ているものであるので、同一種目の一

団の土地が２以上の地番を有するとき

は合筆し、現況が登記地目と異なると

きは地目変更をし、また測量を行った

結果、確定した実測面積が登記面積と

異なるときは地積訂正の手続を取るこ

ととなる。今後も引き続き周知、指導

する。 

  ネットワーク設備に係る財産台帳価

格については、建物価格と一体で計上

（開学時）されていたにもかかわらず、

平成×年度の更新時に、更新分だけを

追加計上した。平成×年×月に、公有

財産規則に基づき、所定の異動手続（誤

記訂正）により減額した。 

２．物品の保全、保有物品の現況の的確 ２．○○大学では、教員が研究補助金に
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な把握・有効的利用のため、財務規則

に従い、帳簿記録を整備し、帳簿と物

品現物の照合可能性を確保し、毎年度

末の照合確認実施を徹底する必要があ

る。 

リース物品の保全管理を徹底するた

め、物品の内容、数量、所在等を記載

した管理台帳を作成し、管理台帳と現

物を定期的に照合する必要がある。現

状ではリース物品の管理規程がないた

め、全体としてリース物品の管理規程

を整備する必要がある。 

 

 

より取得した備品については、年度末

の照合確認作業に向けて、１月に各研

究室（教員）に対して備品の整理を行

うよう通知するとともに、購入時点で

の寄附手続（研究補助金）の促進を図

った。 

また、○○短期大学では、新学部設

置に伴い事務局職員立会の下、すべて

の部屋の現有備品を照合した。 

リース物品については、個々の賃貸

借契約に基づき管理・使用しており、

台帳を作成の上、日常の管理を行うこ

ととなる×個の管理について、各機関

に周知及び指導を図る。リース物品の

管理規程の整備については、今後、指

導によっても適正な管理がされない場

合、他県等の状況を把握の上、適正な

管理が可能となるよう必要な措置を講

じていくものとする。 

「意見」 

１．教員宿舎は貸付料により建設費の償

却額すら回収できない高額な取得費用

であり、経済的合理性に乏しいといえ

る。教員宿舎の入居率は県全体と比較

しても低くなっており、設置目的を十

分達成するためにも入居率を向上させ

る必要がある。 

「意見」 

１．入居促進に努めた結果、平成×年×

月末現在の入居率は×.×％まで向上

した。 

 

２．○○大学の施設管理業務に係る業務

委託契約のうち、平成×年度から平成

×年度までの×年間、受託業者が同一

でかつ落札率が×％以上の契約があっ

た。これらの業務委託契約について、

指名競争入札が行われているものの、

競争不十分であったと考えられるの

で、入札方面について再考願いたい。

２．当該施設管理業務については、業者

の安定性及び迅速性を最優先とし、地

理的条件や施工ランク等を考慮した指

名競争入札が現段階では妥当と判断さ

れるが、指名業者の入替えや増加等を

工夫しながら、競争性の更なる確保を

図っていく｡ 

 

 



 

 - 30 - 

(4) 学校給食は効率的・経済的に運営されているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．学校給食においては、正規調理職員

のほかに任用手順や任用基準等を定め

て調理補充員を配置している。一定の

条件の下抽出されたサンプルについて

任用状況を調査した結果、任用伺い申

請時点では任用基準を超えた日数が承

認されていたものが×学校あった。ま

た、調理場から給食用リフトが離れて

いて運搬が困難な場合にはリフト要員

という形で雇上げがなされているが、

×学校についてそのような状況がない

にもかかわらず、雇上げがなされてい

た。 

「結果」 

１．平成×年×月に、学校給食回数を超

える日数の任用がないよう、徹底した。

  リフト要員の雇上げについては、そ

の必要性を検討し、既に平成×年度を

もって廃止している。 

 

 

 

 

 

 

「意見」 

１．学校給食については、直営調理員を

用いるよりも民間調理員を用いた方が

コスト的には低く抑えられることが明

らかとなった。調理員の調理業務の民

間委託化については早期に検討を図る

べきであると考える。 

「意見」 

１．平成×年度から給食調理業務を×校

について民間委託化した。実施状況に

ついて検証したところ、おおむね良好

に実施されていることから、平成×年

度は新たに×校を民間委託化する。そ

れ以降についても、順次、委託化を推

進する。 

 

(5) 授業料等の金銭の徴収・管理及び減免手続は条例等に基づき適切に行われている

か。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．平成×年度における高等学校授業料

及び幼稚園保育料の減免申請書を通査

した。所得基準によっているもののう

ち、源泉徴収票、給与明細等から、比

較的金額が多い案件を任意で×件（高

等学校及び幼稚園における所得基準の

件数合計×件、カバー率×．×％）抽

「結果」 

１．平成×年×月×日に「○○市立高等

学校授業料免除実施要綱」及び「○○

市立高等学校免除申請基準」並びに「○

○市立幼稚園保育料及び入園料免除実

施要綱」及び「○○市立幼稚園保育料

等免除申請基準」を制定し、免除基準

の中で生活保護基準額表の適用者につ
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出し、再計算したところ、高等学校授

業料の添付書類に不備、減免の認定誤

りが発見された。 

  減免制度の公平性の観点から再計算

を実施するなど厳格な運用が望まれ

る。 

  また、所得水準で減免としている案

件は、生活保護基準の×倍以内として

いるが、あくまでも目安であり、奨学

金採用の運用基準に準拠している部分

もあるなど基準が曖昧であるといえ

る。 

  曖昧な所得基準は廃止し、生活保護、

課税免除等他の公的な証明書を入手で

きる場合を基本とすべきである。 

今後も運用基準として所得基準を使

用するのであれば、所得の実態を把握

することは難しいため担当者以外のも

のが加わり判断する等、客観性を確保

すべきである。それにより、公平性を

確保できると考えられる。 

なお、他の各種減免制度が受けられ

るのであれば、生活保護等の扶助制度

の受給を進めるよう指導し、生活保護

受給証明書等の公的扶助証明をもって

授業料等の減免をすることが望まし

い。 

申請者本人の自立を促すべきであ

り、金額的にはそれほど大きくはない

が、市の財政負担にも考慮すべきであ

る。 

いては、複数のものによる金額の確認

を行うとともに、両要綱に規定する審

査会による許否の判断を行うことによ

り厳格な事務運用を実施することとし

た。なお、本年度は×回の審査会を開

催し、基準に沿った免除許可、不許可

者を決定した。 

  また、両要綱には、生活保護受給証、

非課税証明書等の公的証明書を原則と

して添付すること等を定めていること

から、源泉徴収票等の所得基準を適用

する場合等の公的書類によらないもの

については、生活保護基準額に準じる

こととし、当該申請者に対しては、両

要綱に規定する審査会において許否を

決定することとした。 

このような要綱等の設置に伴い、授

業料免除申請者に対しては、生活保護

や児童扶養手当等の公的扶助制度の適

用をできるだけ受けるよう強く指導し

ている。 

さらに、「○○市立高等学校授業料

等徴収条例施行規則」及び「○○市立

幼稚園保育料及び入園料徴収条例施行

規則」の一部を平成×年×月に改正し、

平成×年度からは、曖昧な規定を削除

して添付書類を公的証明を中心とした

ものとするよう様式を変更するととも

に、平成×年度中に関係要綱等の改正

も行い、厳格な免除、申請の適用を実

施する。 

 

(6) 受託研究費・科学研究費補助金の交付は法令等に基づき適切・効果的になされて

いるか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 「結果」 
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１．職種による定額割当てに準じた補助

金交付決定状況は要綱の趣旨に反して

おり、本旨に従った補助金交付を行う

べきである。 

 

１．年度の配分については、基礎部分に

研究活動の評価等を加えて交付額を算

出する方法に改めた。なお、次年度以

降については、評価等の部分を順次拡

大していくこととする。 

２．補助金専用口座の出金記録が著しく

乖離しているものがあった。補助対象

経費の支出が、教員の個人口座から行

われているものが数件あった。このよ

うな不明朗な預金管理は公金の管理と

して不適切であり、研究費の支出は補

助金専用口座より直接、振込みにより

支出することが適当である。 

２．経理管理をより適切に行うため、○

○大学研究補助金交付要綱の改正（平

成×年×月×日）をはじめ関連諸規程

について所要の改正を行った。 

 

 

３．科学研究費の管理実務は、文部科学

省が求めているような大学事務局に委

任すべきである。 

 

３．業務量の増加によっては人員配置も

考慮しなければならないが、今後は、

文部科学省通知に基づき、経理面の事

前事後のチェック体制を整備するな

ど、適正管理に努めていくこととする。

４．受託研究費について、整備保管すべ

き書類が規則どおり保管されておら

ず、研究機関としての大学としては厳

に規則等を遵守すべきである。 

４．規則等の遵守については、教職員に

対して指導を徹底していくこととし

た｡ 

 

「意見」 

１．○○大学と○○短大で、科学研究費

における旅費の取扱いに関する運用を

統一する必要があるのではないかと考

える。 

「意見」 

１．平成×年×月から、旅費の扱いを統

一した。 

 

(7) 財政援助団体の会計処理及び税務申告は適正に行われているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．（財）○○県教育事業団の固定資産

の耐用年数が税法の改正による変更に

対応していない｡ 

 

「結果」 

１．（財）○○県教育事業団の平成×年

度の法人税法改正による耐用年数の変

更に伴う減価償却費の不足分について

は、平成×年度の決算時に額を修正し

た。今後は、変更後の耐用年数に基づ
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く減価償却を行っていく。 

２．（財）○○県教育事業団の法人税等

の確定申告に際して事業税の扱いを誤

り、法人税等が過払いである。 

 

 

２．平成×年度の申告分から事業税を損

金算入して申告した。平成×年度以前

分については、更正の請求を行い、平

成×年度の申告分から還付（法人市民

税については、還付見込み）を受けた。

３．（財）○○県教育事業団の消費税及

び地方消費税の確定申告に際して不適

切な処理を継続している｡また、消費税

の課税区分に際して不適切な処理があ

り、消費税が過払いである。 

 

３．平成×年度の申告分から課税仕入額

の×％分を除いた申告のやり方を改

め、課税仕入の全額を申告した。また、

事業団アドバイザーの費用と個人事業

者への支払額を仕入税額控除の対象と

して処理している。なお、税について

適正な申告を行えるよう、平成×年×

月×日から会計顧問（税理士）を委嘱

し、指導及びチェックを受けている。

 

(8) 外部委託は適切かつ効果的になされているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．○○歴史博物館における入館料の収

受業務を外部に委託しているが、チケ

ット種類別の記載や管理がされていな

い｡ 

 

 

 

「結果」 

１．入館料の収受業者に係る帳簿様式を

チケット券種ごとに記載できるように

改め、出納員が委託業者から現金を受

け取る際、チケットの券種ごとに使用

状況を確認するとともに、各月末に帳

簿残高と実際有高の確認を行うことと

した｡ 

「意見」 

１．生涯学習振興団の役割は、パソコン・

スポーツ・陶芸の裾野を広げる役割を

担っているとのことであるが、これを

民間で負えないとはいい難く、人件

費・委託費を中心とした高コスト体質

の改善が急務である。 

  各種民間企業やＮＰＯ法人との提携

の導入を積極的に行い、コスト削減を

検討されたい。 

「意見」 

１．各種民間企業やＮＰＯ法人を活用し、

シニア講座（シニアの講師が同世代の

受講者に教える）など市民活動を支援

する講座を開設し、民間とは異なる講

座運営を実施した。平成×年度はこう

した講座の一層の充実に努める。 

  また、ＮＰＯ法人を活用した事業実

施により委託費などの経費を削減する

とともに、受講料の見直しを行い受益
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者負担の適正化にも努めた。 

 

４．試験研究機関 
(1) 組織改革等は適正かつ効率的、効果的に行われているか。 

監査結果等 措置状況 

「意見」 

１．弾力的・効率的で透明性の高い運営

が可能となる地方版独立行政法人制度

の導入を検討すべきである。 

なお、独法化に当たっては試験研究

事業の有用性、経済性、将来性の観点

からの統廃合等の検討を踏まえること

が必要である。 

「意見」 

１．地方独立行政法人法の制定をにらみ、

本年×月に地方独立行政法人制度に関

する検討会を設置し、制度導入に当た

っての課題等を検討している。 

地方独立行政法人制度については、

地方独立行政法人法の制定を契機とし

て県における制度の運用などについ

て、基本的な指針を策定するとともに、

大学の独立行政法人化も踏まえ、必要

な体制整備を行っていく予定である。

２．（財）○○研究機構は県の監理団体で

ある。しかし、実態としては県の附属

機関といっても過言でない状況であ

る。財団の独自性・自主性を尊重し、

弾力的な研究事業を効率的に行ってい

くため、今後は個別の研究テーマの必

要性を厳しく見直し、間接経費をも積

み上げた研究テーマ別原価を根拠に、

県に補助金要求するような体制作りが

必要となる。 

また、現在の理事及び評議員は県関

係者がほとんどである。経営的感覚の

ある人物も選任する必要がある。 

２．経営改善計画に沿い、県派遣職員を

削減している。研究テーマの必要性、

成果については評価制度を整備すると

ともに、原価計算等を勘案し、予算要

求を行うこととする。理事、評議員に

ついても、経営感覚を重視した人物を

選任した。 

３．財団全体としての事務効率化の観点

から、本部事務局への業務集中化、取

引業者の一本化、物品等の研究所間で

の有効利用等に関して事務長会等を通

して検討すべきである。 

３．×年×月までに経理事務、給与事務、

一部契約事務の本部事務局一元化を行

うとともに、人事事務、用度事務の本

部機能強化のために人事担当係長及び

用度担当係長を設置した。 

 

(2) 人事管理等は適正かつ効率的、効果的に行われているか。 
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監査結果等 措置状況 

「意見」 

１．県補助金額の×％を占める県職員の

人件費を職員の削減をもって減らすこ

とは、財団の目標であると同時に、県

が積極的に対処すべき課題でもある。

「意見」 

１．経営改善計画に沿い、県派遣職員を

削減している。また、平成×年×月か

ら固有研究職員の人事給与制度を導入

した。 

２．職員の発明等への意欲を増進させる

観点からは、職員への配分を今以上に

高めることが望ましい。 

２．国の知的財産基本法の制定（平成 15

年３月）に伴い、県も条例の見直しや

知的財産活用本部の設置などの整備を

行っている。その一環として、「職員の

職務発明等に関する規程」の見直しを

平成×年×月に行い、これまでの限度

額×万円/年が撤廃され、発明者の意欲

向上につながるものと期待されてい

る。 

３．試験研究機関の人事の滞留現象が発

生している。 

このような状況を踏まえて、次の諸

点を検討されたい。 

① 任期付き研究員制度の採用 

② 民間人等の採用 

③ 特定の試験研究に係るプロジェ

クトチームの組成 

④ 行政との交流 

３． 

① 任期付き研究員制度については、

研究課題の緊急性・重要性等を踏ま

え、制度の活用を検討していく。 

② 必要に応じ非常勤職員を要求して

いく。 

③ 共同研究事業として、企業と共同

（契約）して、相互の能力を出し合

い、研究に取り組んでいる。研究の

効率性や人材の育成につながってい

る。 

④ 主任交流等の人事交流に合わせ交

流を実施してきている。適材適所に

よる人材の確保を一層推進する。 

 

(3) 研究資金等の導入は、適正かつ効率的、効果的に行われているか。  

監査結果等 措置状況 

「意見」 

１．積極的な外部資金の導入に関し、以

下の諸点にも留意して、取り組むべき

である。 

「意見」 

１． 

① 年度途中の公募としては、×年度

○○省の「○○実証モデル事業」に
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① 年度途中の公募など、受託時期の

関係で予算化できなかった国からの

受託・応募研究は、可能な限り積極

的に応募又は受託するように努める

べきである。 

② 国の機関、民間との共同研究も積

極的に推進し、外部技術の活用とと

もに、内部資金のみを注入するので

はなく、積極的に外部資金の導入を

促進し、研究目的の早期達成を図る

よう予算制度改善のための工夫など

についての検討をするべきである。

応募している。 

② ○○省の委託業務を×年度、×

年度と受託している。独立行政法人

の○○研究所との共同研究、民間と

の共同研究も積極的に実施してい

る。 

２．研究テーマごとの予算は、科単位の

人頭割を基礎として配分されている

が、研究テーマの軽重に応じた配分方

法を検討するべきである。 

２．平成×年度から、所が定めた重点的

な課題をプロジェクト研究として、研

究費を優先的に配分し、研究内容に応

じた加重配分等を行っている。また、

経常研究についても内部評価におい

て、人頭割配分以外に、成績別の評価

及び加重配分を行っている。 

 

(4) 研究成果の評価等は適正かつ効率的、効果的に行われているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．経常研究の評価が全体的に平均点に

集中している。今以上に差をつけなけ

れば実態が把握し難くなっていると思

われるため、内部評価の方法を再検討

するべきである。 

「結果」 

１．×年度実施研究の結果ヒアリングか

ら、次のとおり内部評価の方法を改善

した。 

① 10 点法（30 点満点）による評価法

を導入した。 

従来の評価法は５点法（15 点満点）

で、部ごとに（評価委員も異なる）

評価を行っていたため、評点にメリ

ハリ（幅）がなく、部間の調整も必

要であった。10 点法の採用により、

幅のあるメリハリを付けた評価を行

うことができた。 

② 評価メンバーの違いによる評点の
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ばらつきを解消するため、「研究課

題選定基準」を改正し、研究課題審

査委員会のメンバーを固定した。す

べての課題を同じメンバー（所長、

部長、統括課長、企画普及及び経理

等関係者）で評価を行うこととした

ため、より公正な評価が実現できた。

２．13 年継続したが、有意な結論を見つ

けられなかった研究があった。継続研

究についても課題の選定・見直しをタ

イムリーに実施するべきである。 

２． 

① 当該研究については、平成×年度

で終了した。 

② 研究課題を見直し、効率的な試験

研究を実施するため、内部評価の充

実など水産試験場ＰＤＣＡ（計画、

実施、評価、見直し）体制を整備し

た。 

③ 平成×年度において、長期継続研

究を含めた全研究課題を見直し、平

成×年度から新たな研究体系とし

た。 

「意見」 

１．試験研究課題別の経済性評価の実施

のための投入費用データとして、試作

（水産試験場の「課題別原価計算」）

を参考にして、試験研究課題別の総費

用による原価計算を実施することを検

討することが望まれる。 

「意見」 

１．「試験研究機関事業別経費（決算額）

一覧」（コスト計算書）を平成×年度

決算から作成し、試験研究課題別の総

費用（発生主義）の原価計算を実施す

る。 

 

２．現場活用型研究成果を農家が一軒で

も採用したことをもって研究事業の普

及性を判定することは不十分である。

したがって、成果指標としての普及率

としては、研究課題ごとの目標採用農

家数を設定し、何軒の農家に採用され

たのかの比率で判断することが望まし

い。 

２． 

① 農業試験場の研究課題は、成果を

採用した農家数だけでは評価できな

いものも多いことから、平成×年度

の新規課題から、課題ごとに「目標

とする成果及び達成度の指標」を明

示して試行評価するとともに、平成

×年×月整備した研究課題評価関連

規程中に明文化を図り、平成×年度

評価課題から本格実施した。 
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② さらに、平成×年度の新規課題か

らは、研究成果の普及性や達成度な

どを検証するための追跡評価を実施

することとした。 

３．評価会議が年１回では、事前評価、

中間評価、事後評価を適時、適切に行

うことができない。評価の時期及び回

数につき再検討するべきである。 

３．平成×年度より、外部評価を年２回

実施し、経常研究（研究部門別）とプ

ロジェクト研究について評価を実施し

ている。これにより、個々の研究計画

について、事前・事後及び中間の評価

を行うことができるようになった。 

 

(5) 広域又は複数機関の連携は適正かつ効率的、効果的に行われているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．共同研究については、事前の取決め

として計画書は作成されている。しか

しながら、この計画書では各県の作業

分担、金額負担については明確になっ

ているものの、研究の成果である知的

財産権の帰属については明確になって

いない。後日のトラブルを防ぐために

も、事前に知的財産権の帰属に関して

文書で取り交わすべきである。 

「結果」 

１．今後、×県共同研究等の開始に当た

っては、関係県との間で知的所有権の

帰属に関して事前協議を実施するとと

もに文書を取り交わすこととした。 

「意見」 

１．○○研究所などの試験研究機関及び

○○センターは、○○公社と協力して、

有しているノウハウの相互共有を促進

し、総合的な中小企業支援体制を一層

充実するべきである。 

「意見」 

１．平成×年度は、○○大、○○研究所

とが産学公連携研究を組み、○○公社

を中核機関とした地域結集型共同研究

事業を新たにスタートさせる予定であ

る。○○研究所が保有するデータの○

○公社への提供によるデータの一元管

理体制の構築は平成×年度から本格稼

動し、企業履歴をデータベース化して

いる。 

２．地方に共通する課題に関する研究分

野については、近隣自治体の試験研究

機関相互の連携を強めていくことが望

２．今年度、近隣自治体と共同研究を実

施している試験研究機関は×機関で×

研究テーマとなっている。今後とも、
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ましい。 

県の中小企業の維持・発展を図るた

め、将来的には複数県相互間で協定を

結び、それぞれの県の中小企業が、他

県の試験研究機関を相互利用できるよ

うになることが望ましい。 

今後は、○○県市首脳会議の場など

を利用して、地域の試験研究機関相互

が密接に連携できるような方策を講じ

るべきである。 

近隣自治体とは積極的に共同研究や研

究の連携を拡充していくとともに、そ

れぞれの県の中小企業が他県の試験研

究機関を相互利用できるよう、○○県

市首脳会議等の場を通じて働きかけて

いく。 

 

(6) 購買及び資産管理は適正かつ効率的、効果的に行われているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．備品については毎年現物確認を実施

し、重要備品以外のものは２～３年を

かけて循環的に詳細な現物確認等を実

施するなどの措置を講じるべきであ

る。 

「結果」 

１．研究室ごとに番号を付し、所在場所

別物品一覧表で現物を確認した。また、

現物にラベルを添付した。 

２．備品の中に明らかに使用していない

ものが見受けられた。使用できないも

のは廃棄の手続を行い、使用できるも

のは他の用途に活用するよう検討すべ

きである。 

また、廃棄手続済み備品について、

他の稼動している備品と同様に置いて

いる事例が見受けられたが、このよう

な備品については、稼動している備品

とは区別して混在しないように保管す

べきである。 

２．明らかに使用していなかった備品に

ついては、他の用途に活用できるか否

か検討し、すべて廃棄処分した。 

廃棄手続済みの備品については、不

用備品管理場所に移し、一括処分まで

一時保管することとした。 

３．試験場では、短期的な修繕計画はあ

るものの、長期保全計画は作成してい

ない。技術的な側面も考慮した実施可

能な長期保全計画を作成するべきであ

る。 

３．長期保全計画を平成×年に策定した。

長期保全計画に基づき修繕を行うた

め、平成×年度予算要求を行った（結

果予算措置なし）。 

平成×年度予算においても同様に長

期保全計画に基づく予算要求を行って
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いる。 

「意見」 

１．県内中小企業の製品開発支援を目的

とする開放試験用機器のうち、利用さ

れていないものや利用頻度の低いもの

が見受けられる。開放試験用機器の利

用率の向上に努めることが必要であ

る。 

「意見」 

１．平成×年度に条例・規則を改正し、

利用実績のない項目は廃止し、新たに

需要が見込まれる機器を開放試験用機

器とした。この際、開放試験室に設置

している従来の開放機器に加え、研究

室に設置している試験研究用機器の一

部も開放した。 

利用率の向上を図るため、リニュー

アルしたホームページで、開放試験用

機器について利用者により分かりやす

く掲載し、ＰＲに努めている。 

 

５．施設管理 
(1) 施設の維持管理は適切に行われているか。 

監査結果等 措置状況 

「意見」 

１．公園管理業務の経済性、有効性を確

保するため、次のような方策が必要な

ので、早急にその実施につき検討され

たい。 

① 公園維持管理の質の確保のため、

住民との協働、民間資金の導入等の

実施 

② 各公園の人件費を含む直接管理費

用の把握と管理との有効利用 

③ 公園の整備費に関する情報と併せ

て、公園の管理費に関する情報を積

極的に住民に提供して、住民の声を

公園の運営に反映しやすくすること

 

「意見」 

１．○○公園において花壇管理や樹木手

入れなどを行っているボランティア団

体は、平成×年度末現在では×公園×

団体であったが、平成×年×月現在で

は×公園×団体に拡大した。 

公園運営に関して住民の声を反映す

るため、公園整備費及び公園管理費に

関する情報を、公園管理所の掲示板等

を用いて積極的に提供することとし、

平成×年度は○○公園・○○公園・○

○公園にて実施した。 

 当該掲示をはじめ様々な情報提供を

通じてボランティア参加の呼びかけを

行い、×公園で住民等からの問い合わ

せがあった。現在、実施内容について

調査検討を行っている。 

 

(2) 現金等の管理は適正に行われているか。 
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監査結果等 措置状況 

「意見」 

１．○○動物園の管理の受託者である○

○協会では、つり銭現金、両替機用現

金及びつり銭・両替用準備金ごとに現

金の受払記録が作成されておらず、担

当者による現金実査も月に１度のみの

実施となっていた。また、現金の保有

残高は最近の営業収入に比較するとそ

の残高水準が多いと思われる。 

「意見」 

１．営業用現金の管理方法について改善

を図るよう、受託者を指導した。これ

を受けて受託者では、平成×年×月よ

り現金の受払記録を作成し、毎日実査

を行うとともに、上位者の承認を得る

よう改めた。また、つり銭・両替用準

備金の残高については、両替機及び券

売機内のつり銭額を見直すことによ

り、約×万円圧縮を図り、必要最小限

の額にした。 

 

(3) 金券類の管理は適正に行われているか。 

監査結果等 措置状況 

「意見」 

１．チケットは施錠のない収納庫で保管

されており、受払及び残高に関する記

録が行われていない。また、チケット

の取扱いに関する管理規程がない。 

「意見」 

１．チケットの管理について改善を行う

よう、受託者を指導した。これを受け

て受託者では、平成×年×月にチケッ

トの取扱いに関する要領を定め、これ

に基づいて、チケットを収納庫に保管

し施錠するとともに、受払簿による日

次管理を行い、定期的な残高確認を行

うよう改めた。 

 

(4) 出納その他の事務の執行は適正に行われているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．公園条例施行規則によると、原則と

して使用料は使用許可の際に受け取る

ことになっており、例外的に使用料が

著しく多額となる場合や特別の事由が

あるときは延納が認められているが、

実際の納付状況は延納されていること

が多い。 

  金額が使用日前に確定しているもの

「結果」 

１．原則どおり使用許可日に料金徴収を

行うこととした。 
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については原則どおり使用許可日に納

付してもらうべきである。 

 

(5) 債権管理は適正に行われているか。 

監査結果等 措置状況 

「意見」 

１．利用料金の後納扱いについては債権

の回収管理を必要とする。債権の回収

が遅延しないような債権管理を行うた

めにも、利用料金の後納に関する内部

承認、滞留債権報告、速やかな入金処

理等についての規程を整備するよう受

託者を指導する必要がある。 

「意見」 

１．後納利用料金の債権回収管理を強化

するよう、受託者を指導した。これを

受けて受託者では、平成×年×月に「債

権管理事務要領」を制定し、利用料金

等を後納できる場合の基準を明確にす

るとともに、内部承認、滞留債権の報

告及び速やかな入金処理等について規

定し、債権の確実な回収に取り組んで

いる。 

 

(6) 備品管理は適正に行われているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．従来から市に所有権のある備品につ

いて備品台帳を作成していない。また、

（財）○○は従来から、市に所有権が

ある備品についての整理が不十分であ

ったため、台帳による管理が十分にな

されていない。 

 

「結果」 

１．管理委託契約においては、備品管理

についての項目を追加して管理責任を

明確にし、市の規程に沿った備品管理

を行うこととした。 

また、施設の備品すべてについて調

査を行い、市に所有権がある備品を把

握した上で備品シールを貼付し、備品

台帳を整備する作業を進めている。 

 

(7) 施設は適切に運営されているか。 

監査結果等 措置状況 

「意見」 

１．現行の公園等の管理委託は「実費清

算方式」であり、委託先の「経営努力

の成果」は、委託先の収益に反映され

ない仕組みになっている。 

そこで「利用料金制度の導入」とと

「意見」 

１．平成×年度から現行管理委託におい

ても弾力的な執行を行うため、管理委

託経費の一部を財源として、管理受託

者自らの提案による住民サービス向上

などに対応した事業を実施することと
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もに、一定の裁量を認め、「自己責任」

を持たせ、また、「成果の配分」を行う

などの一定の「インセンティブの付与」

を検討されたい。 

した。 

また、平成×年度から×庭園におい

て利用料金制を導入すべく、他局にお

ける導入事例との比較、具体的な導入

方式、文化庁との調整など各種の検

討・調整等を積極的に進めてきた。 

今後は、平成×年の第×回定例議会

に、条例改正案を上程し、×月×日か

らの制度導入を予定している。 

２．○○スポーツセンターでは利用時間

帯や曜日により料金格差を設けていな

いが、料金格差を設けることも一種の

受益者負担の原則に応じた措置である

と考えられることから、利用時間帯や

曜日による料金格差の設定を検討する

ことが望まれる。 

２．平成×年×月からの指定管理者制度

への移行に際し、「スポーツセンター指

定管理者共通業務の基準」を作成し、

この中で、体育室等の利用区分につい

ては、×時間ごとの×区分とするとと

もに、利用区分ごとの基本利用区分料

金を提示し、指定管理者が曜日・利用

時間帯に応じた利用料金を設定できる

ようにした。この基準等を、指定管理

者の公募に際して提示して、選定手続

を行っている。 

３．動物園・水族園の施設整備費は、宝

くじ収入金にかなりの部分を依存して

いるのが実情であるが、一般利用者か

らの寄付、広告掲載を伴う民間企業の

協賛など民間資金の導入方法を検討さ

れたい。 

３． 

① 平成×年×月より○○動物園にお

いて広告料収入（平成×年度分とし

て×千円）により案内板を整備する

「サイン整備事業」を開始した。こ

の事業の開始により、老朽化した動

物解説板をリニューアルし、来園者

サービスの向上を図った。 

② 平成×年×月より、寄付により動

物のえさ代等の一部を賄う「動物園

サポーター制度」を開始した。住民

が直接動物園を支える仕組みは初の

試みであるが、サポーター限定の催

し物を開催するなど、特典を充実し、

平成×年×月末現在、×件×千円の

サポーター登録があった。 
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 (8) 施設の運営コストは適切な水準か。 

監査結果等 措置状況 

「意見」 

１．３動物園はそれぞれその運営形態が

異なり、したがって、飼料の購入手続

もそれぞれ異なっているが、調達コス

トの削減及び事務の効率化を進めるた

めにも、集中共同購買を実施して、そ

のメリットを取ることが望まれる。な

お、３動物園運営の一体委託化により、

さらに容易に集中共同購買が可能にな

ることはいうまでもない。 

 

「意見」 

１．飼料の共同購買については、平成×

年×月に、稲ワラや牧草類について、

○○動物園と○○動物園の２園で共同

購買を実施した。各園で動物の種類や

頭数などに違いがあることから、共同

購買に当たっては、品目、発注時期及

び発注量の調整を行う必要があり、○

○動物園との共同購買を含めて、引き

続き検討を進め、順次実施していくこ

ととしている。 

２．霊園の管理料は、民間霊園等と異な

り公園的機能等があり、単純に比較で

きないが、相当程度安いとされている

ので、民間霊園等の管理料を参考とし

て次回の改定時に改定を検討すべきで

ある。 

２．○○霊園における管理料改定作業（平

成×年度）に当たり算定基礎となる人

件費の見直しを行い、改定額に反映さ

せた。 

 なお、墓地の使用料については、平

成×年度から○○霊園の再貸付に伴っ

て算定方式の見直しを行い、近傍類似

の墓地永代使用料を参考にした墓地価

格を用いている。 

また、平成×年度からは、郊外霊園

の使用料についても同様の見直しを行

った結果、近傍類似の民間霊園の使用

料との差が縮まった。 

３． スポーツセンターの有料駐車場事業

は、財政的支援の観点から自主事業と

して行うことを教育長が認め、駐車場

を行政財産とし、無償で事業団に使用

許可を与えており、事業団では毎期経

常的に収支差額の余剰を計上してい

る。しかしながら、事業団は財政的支

援を必要とする状態にはなく、駐車場

事業は、実質的にスポーツセンターと

３．平成×年×月からの指定管理者制度

への移行に際し、公募に当たって必要

な事項を定めた「スポーツセンター指

定管理者共通公募要項」を作成した。

この中で、基本開館時間内の駐車場事

業収入については、スポーツセンター

の利用料金収入と同様に、施設運営収

入として位置付け、委託料（指定管理

経費）の算定に加味した。この公募要
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は不可分の附属施設の維持管理・運営

委託であることから、本来的には駐車

場をスポーツセンターと一体の公の施

設とし、委託料算定に加味するべきで

あると考える。 

項を、指定管理者の公募に際して提示

して、選定手続を行っている。 

 

６．清掃事業 
(1) 廃棄物処理手数料の徴収事務は適正に実施されているか。手数料の徴収根拠は明

確か。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．ごみ処理手数料は、適切に算定され

た処理原価に基づいて設定されるべき

であるが、現行の手数料の設定額はこ

れと明らかに大きく乖離している。手

数料の設定額についても再検討する必

要がある。 

「結果」 

１．ごみ処理手数料は平成×年×月×日

に改定した（改定前 30 円/10kg、現行

40 円/10kg）。 

２．費用の低減及び手数料の算定の基礎

データの入手を目的として毎年度原価

計算を行ってごみ処理原価を計算して

いるが、市が直接携わっているごみ処

理業務のコストのみを集計しているた

め、本来原価計算に算入すべきと考え

られる一部の項目が除外されていた

り、あるいは除外すべき項目が算入さ

れている。これらの主な項目等は以下

のとおりである。 

① 市が委託している管路搬送・道路

清掃等に係る委託料が除外されてい

る。 

② 人件費は職員費のみが計算対象と

され、退職手当金が計算に織り込ま

れていない。 

③ 減価償却費の算定に当たり市の負

担を軽減する国庫補助金が控除され

ていない。 

２．監査人の指摘を踏まえつつ、平成×

年度ごみ処理原価より、以下の方法に

より算出している。 

① 道路清掃等については、手数料算

定の基礎とする場合にも直接影響が

なく、国営事業に限定してどれくら

いの経費がかかるのかを目的とする

ことからも算出基礎からは除外する

こととした。 

② 退職手当については、年度ごとに

大幅に増減するものであることを勘

案すると、退職手当そのものの形で

各年度の原価に反映させることは適

切でなく、原価として算入する額は、

「退職給付引当金」として留保する

ために毎年必要となる「退職給付費

用」であることから、「退職給付費用」

を改めて試算の上算入する。 

③ 国庫補助金相当額は、減価償却費
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④ 収集・焼却等設備の建設に際し起

債した公債利子が計算に織り込まれ

ていない。 

の算定において控除する。 

④ 公債利子を加算する。 

 

(2) 委託契約の方法、処理は適正か。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．収集車両の１台当たり見積原価の積

算において、○○地区は３名乗車と設

定しているが、○○地区は２名乗車で

積算している。 

「結果」 

１．平成×年度の一般廃棄物収集運搬委

託契約に係る予定価格の算出におい

て、乗務員２名として積算した。 

２．○○業務委託について、委託単価設

定に当たり、２業者からの口頭ヒアリ

ングによっており、見積書が入手され

ていない。見積書の入手が必要であっ

た。 

２．見積単価については、平成×年度よ

り見積書を徴収することとした。 

３．河川清掃ごみ運搬について、○○協

会に委託しているが、実際の業務は、

同協会の理事長が社長をしている○○

㈱が実施していると考えられる。特命

随意契約の理由として当該業務を遂行

するための器材を保有していることが

必要とされていること、また、他の業

者に再委託することはできないことを

かんがみると、同協会との契約は、妥

当とはいえない。 

３．河川清掃ごみ運搬業務については、

平成×年度より、当協会に業者推薦を

依頼し、その推薦された業者が妥当で

あるか検討した上で、業者と直接契約

することとした。 

 

(3) 給与手当等の処理は適正か。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．焼却工場での夜間勤務者について、

引継ぎ時間として、夜間勤務明け１回

１人当たり一律10分間の残業がなされ

ていた。 

これは、昼間勤務者から夜間勤務者

の引継ぎの際には30分間の引継ぎ時間

「結果」 

１．平成×年×月から引継ぎ体制の見直

しを行い、超過勤務にならないよう対

応した。 
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（両勤務者の重複勤務時間）があるも

のの、夜間勤務者から昼間勤務者の引

継ぎの際には 15 分しかないため、その

時間差異を埋めるための残業時間であ

るとのことである。 

仮に夜間勤務明けから昼間勤務の引

継ぎにかかる時間が足りないようであ

れば、夜間勤務者の勤務時間の開始及

び終了時刻をそれぞれ10分間繰り下げ

る等の方策により、問題は解消すると

考える。 

２．市職員の給与規程によれば、「焼却炉

の清掃」、「破砕機の清掃」はどちらも

特殊勤務手当における清掃業務手当の

一つであるが、前者は日額 3,000 円、

後者は日額1,000円と規定されている。

しかし、○○では破砕機の清掃である

のに焼却炉の清掃と同額の手当を支給

していた。清掃の手間が焼却炉の清掃

と同程度かかったため、所属長の判断

で承認したとのことであるが、現行で

は焼却炉と破砕機とで清掃業務手当の

支給額を分けてあるため過払いであ

る。清掃の手間等につき両者間で差異

がないということであれば、早急に単

価の見直しを行う必要がある。 

２．「破砕機の清掃」の特殊勤務手当額に

ついては、現行の運用を止め、平成×

年度から、市職員の給与規程どおりの

支給とした。 

３．抽出した 14 名のうち２名について特

殊勤務実績簿と清掃手当の支給日数が

整合しなかった。特殊勤務実績 22 日に

対し、支給日数は 21 日となっていた。

３．未支給の清掃手当については、特殊

勤務実績簿と支給日数とを照合し、不

足分の追加支給を行った。 

 

(4) 財産管理は適正か。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．備品の実査を行ったところ、備品台

帳への計上漏れ及び記載不備が多数発

「結果」 

１．備品台帳への記載漏れを追記すると

ともに、物品会計規則に基づき、記載
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見された。計上漏れ及び記載不備の原

因の多くは施設建設時に取得されたも

のが工事備品として建物の取得価額に

含まれていることによる。備品につい

ても厳格に把握し、備品台帳への記載

を適正に行う必要がある。なお、工事

備品及び粗大ごみ等で受入使用してい

るもの並びに共通備品（職員用机、職

員用椅子など）について取扱いが明瞭

となっていないものがあるが、運用上

Ｑ＆Ａ等を作成して明確にしておくこ

とが望ましい。 

不備事項は適正に対処した。 

２．各種施設設備の点検結果報告につい

ては、個別かつ詳細に検討し、補修が

緊急に必要なものは即時に対処可能に

するなど各種施設設備について適時適

切な補修等改善に努めるべきである。

２．保守点検を効果的、効率的に活用す

るため、点検結果報告書について細部

にわたり詳しく検討を重ね、緊急性、

必要性の高いものについては即時ある

いは優先的に対応し、その他のものは、

不具合の程度及び予算などを考慮しな

がら、早急に修繕を実施している。環

境部として、各施設ごとに、老朽度、

事故発生の可能性の高低、耐用年数を

考慮した「施設修繕計画」を策定した。

３．合併して２年経過したにもかかわら

ず、備品台帳、車両台帳の整備が十分

行われておらず、合併前の旧市の台帳

をそのまま使用して管理をしている状

況が散見された。規定どおりの台帳を

整備する必要がある。 

３．備品台帳、車両台帳を確認し、規定

どおりの台帳を整備した。 

 

(5) 情報システムのセキュリティ対策は十分か。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．情報流出につながりやすいため、私

用ＰＣ等の使用を止め、必要なＰＣに

ついて購入すべきである。私用ＰＣ等

が不可欠であるのならば、市と職員と

「結果」 

１．１人１台ＰＣの導入に伴い私用のＰ

Ｃやワープロの使用を止め、○○市セ

キュリティーポリシーに基づきデータ

を削除し、機器は持ち帰った。 
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の間に利用に関する文書を交わし、情

報管理を徹底することが必要である。

 

７．税の徴収 
(1) 税の賦課は法令等に準拠して行われているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．課税客体について、例えば、電話帳

や自動車登録から把握することができ

るが、その実施は各県税事務所に任さ

れており、実施状況にばらつきが見受

けられる。 

各県税事務所には、それぞれの方針

がある以上、課税客体の把握の状況を

全く同じにする必要はないが、より効

率的な課税客体の把握のために、情報

の共有化や把握方法のある程度の統一

が図られるべきである。 

また、電話帳による未申告法人の把

握について人的制約から実施が困難で

あるという事務所があったが、税務事

務所間の連携を密にし、一時的な人の

融通を行うなどの方策を検討すべきで

ある。 

「結果」 

１．課税客体の把握については、担当者

会等で調査方法や成果についての情報

交換を行い、成果が見込まれる方法に

ついては積極的に実施することによ

り、把握方法の統一化を図ることとし

た。 

また、電話帳による未申告法人の把

握については、人的な制約もあること

から、調査に当たっては、適正かつ効

率化を図るため、税務オンラインシス

テムを活用し、電話帳のデータから調

査対象を効果的に絞り込むことによ

り、平成×年度から全事務所で統一的

に実施している。 

 

２．非課税・減免の適用処理について通

常の捕捉から調定までの課税事務と比

較すると不十分な点が多く、今後十分

留意する必要がある。 

① 非課税家屋が滅失したにもかかわ

らず、当該家屋の敷地について非課

税運用取消し遅れによって課税漏れ

となっていた事例 

② 非課税対象の家屋の増改築が地押

し調査で把握されていない事例 

③ 非課税の土地について、駐車場と

して利用されている事例 

２．非課税物件について、その状況変動

の把握は非課税適用要件を充足してい

るか否かの判断を毎年行う上において

必要不可欠なことであり、課税の公

平・公正を確保するために、家屋の地

押し調査の充実及び土地・家屋・償却

資産担当者相互間の情報の連絡を密に

するよう各種研修会や説明会を通じて

各区の担当者を指導している。 
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(2) 税の賦課は網羅的に行われており、公平性が確保されているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．不申告法人については「不申告法人

一覧表」が出力され、各県税事務所の

担当者はこの一覧表を基に調査するこ

とになっている。しかし、この調査は

各担当に任されており、県税事務所と

しては進捗管理を行っていない。また、

登記簿や電話帳などによる課税客体の

把握によって判明したものについて

も、同様な点が見受けられた。統一し

たリストや報告制度を検討することが

必要である。 

さらに、不申告法人一覧表の内容に

ついて、詳細が整理把握されていない。

特に問題と思われるのは、国税及び県

税ともに申告されないままとなってい

るものである。 

県税事務所としては、国税に申告が

あったものについてのみ、県税の賦課

決定ができ、国税に申告がない限り所

得調査の権限はないので、国税と密接

に連携を取ることにより、不申告法人

に申告を促すことが必要である。 

「結果」 

１．不申告法人に対しては、催告書を送

付するなどにより申告を促しており、

不申告法人一覧表は、そのための資料

として活用している。 

平成×年度からは、当該一覧表に申

告指導の状況や実態調査の結果などを

記載し、毎月、県税事務所長に報告す

ることとした。 

また、課税客体の把握調査によって

判明した法人についても、統一したリ

ストを作成し、不申告法人一覧表の事

務処理と同様に記載、報告することと

した。 

さらに、国税及び県税ともに申告が

ない法人で、県の実態調査により申告

義務があると判明したものについて

は、申告の徹底を図るため、積極的に

税務署等（国税）に情報提供を行うな

ど、密接に連携を取ることとしている。

 

２．固定資産税（償却資産）について、

調査対象のうち一部に捕捉体制の不備

が見られた。これらは捕捉漏れのリス

クを高めており改善が望まれる。 

また、一部に捕捉漏れが見られ、直

接的な課税漏れにつながっている。地

押し調査・実地調査に当たっては事前

の周到な計画の下、細心の注意を払い

実施する必要がある。 

２．固定資産税（償却資産）については、

固定資産税（償却資産）事務レベルの

全体としての平準化、さらに高度化を

図るため、平成×年度から新たに「固

定資産税（償却資産）基本計画」を策

定し「実地調査要領」を大幅に改訂す

るとともに、職員体制の整備・充実及

び研修会の充実等により、指摘事項も

含めた固定資産税（償却資産）の課税

の適正化に努めている。 
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固定資産税（家屋）の地押し調査で

の捕捉漏れについては、指摘を踏まえ、

幹事係長会、各種研修会や各区ヒアリ

ングなどを通じて家屋見取図との照合

など一層慎重に行うよう指導してい

る。 

 

(3) 税の徴収は法令等に準拠して行われているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．「収納関係事務の手引き」など収納事

務を行う上でのマニュアルが整備され

ているが、マニュアルの多くは、法令

規則の解説や法的手続を進めるに当た

っての手引書であり、これに加え滞納

者との交渉を具体的に進めるに当たっ

てのマニュアルの整備を進める必要が

ある。担当者の判断や経験に任されて

いる部分についても一定の水準を保持

した交渉を可能にし、また、収納事務

に関する専門的能力を短時間で修得す

るためにも、より実践的なマニュアル

の整備が必要である。 

「結果」 

１．納税交渉は滞納事案ごとの個別性に

即した幅広い処理が求められることか

ら、個々の事案すべてについて、納税

交渉を具体的に進めるに当たってのマ

ニュアルの作成は難しいため、担当者

が個々の事案に対する滞納整理を図る

中で、専門知識の修得と交渉力の質的

向上が図れるよう、次の対策を講じる

こととした。 

① 指導課主査が各区の事案の処理状

況について調査を行い、担当者と直

接議論を重ねる中で、問題点の分析

や効果的な交渉の進め方を提示す

る。２か月程度の後、進展が図れな

い事案を抽出し、処理経過に基づい

て改めて検討を行い、処理方法につ

いて継続的に指導を重ねる。 

② 収納対策特別チームでの交渉事例

や各区の事例について、事案処理に

応用ができるものを集約し、陥りや

すい問題点や有効な対策について事

例研修会を実施する。 

③ 各区においても、収納事務精通者

を中心に、事例検討会を定期的に実

施する。 

④ 滞納者との納税交渉や財産調査等
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の処理を行ったものについては、

日々、必ず決裁を行うこととし、処

理内容について、企画主幹、課長代

理、係長による指示、指導を徹底す

る。 

こうした対策を継続し、滞納整理事

務を進めていく中で、全区的な交渉力

の質的向上に取り組んでいる。 

２．固定資産税の状況の把握については

差押え等の処分に取りかかる時点で抵

当権設定の状況等の調査を実施してい

るものが見受けられる。また、滞納者

が○○市以外に所有する不動産につい

ては時価の調査が不十分な事例も見受

けられた。滞納者の不動産の所有状況

についての調査を更に充実させるとと

もに、不動産の抵当権設定の状況や時

価の調査を進めることが必要である。

２．平成×年度重点推進事項に基づき、

不動産については抵当権設定の状況や

時価の調査を迅速に進めている。また、

優先する抵当権の私債権額が時価を上

回っているケースが多く、不動産の差

押えのみでは効果が少ないため、物件

の利用状況等を把握し、有効な債権や

取引口座の発見に努めるよう取組みを

進めている。また、○○市以外にも不

動産を所有している滞納者は、累積の

高額滞納者であることが多く、収納対

策特別チームに移管して、徹底した滞

納整理を行っている。 

 

(4) 税の徴収は効率的に行われているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．現在、本庁税務課及び県税事務所の

間で行われている会議では、税務事務

関係のノウハウの共有を行い、具体的

な課税客体の把握方法や徴収業務の管

理・監督者による進捗管理の方法につ

いて、情報交換を必ずしも十分に行っ

ていない。そのため、県税事務所間で

管理資料が異なっていた。今後は、県

税事務所間の連絡会等を通じて、優れ

た手法を共有することにより効率的な

課税事務を実施する必要がある。 

「結果」 

１．担当者会での実務上の情報交換を十

分行うとともに、所長、次長の会議を

適宜開催することとしている。具体的

な課税客体の把握方法や業務の管理・

監督者による進捗管理の方法等につい

て、ノウハウの共有や方法の統一化を

図り、公平で効率的な賦課徴収に努め

ている。特に、滞納整理の進行管理に

ついては、新たにシステムを構築し、

平成×年×月から統一的方法によって

行っている。 
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２．累積滞納事案については、滞納整理

の成果が生じるまでにある程度の期間

を要するため、完結するまでに担当者

が交替することが多く、結果として同

一の滞納者に対して複数の担当者が納

税交渉を行うこととなる。そのため、

収納担当者間の引継ぎが重要である

が、引継ぎが十分に行われているとは

いえない事例があった。過去の交渉過

程の活用を計るため引継ぎの徹底をす

るとともに、記事カードの記載内容を

充実した上で、当該カードを活用する

必要がある。 

２．平成×年×月×日付け財政局長通達

「平成×年度収納事務の運営につい

て」により、滞納者との納税交渉及び

財産調査等の都度、記事カードには的

確に記録し、速やかに決裁することと

し、また、滞納が長期にわたる場合は、

滞納者との交渉状況・事務の進捗状況

を担当者のみならず係全員が容易に把

握できるように、一定時期ごとに交渉

の経緯を簡潔に整理するよう通達し、

全区的に取組みを進めている。 

また、完結までに長期間を要すると

見込まれる事案については、「収納対策

特別チーム」へ移管し、現在、集中し

て滞納整理を行っている。 

 

(5) 税の徴収は網羅的に行われており、公平性が確保されているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．個人県民税の賦課徴収権限は市町村

に法定委任されているため、収入未済

額を減少させ、徴収率を向上させるに

は、各市町の徴収率に依存せざるを得

ない。いかに各市町の徴収率の向上を

図るかが重要な課題となってくる。 

共同文書催告・共同臨戸徴収の実施

状況、実施頻度、実施内容について、

各県税事務所の間で格差が生じないよ

うに、本庁税務課若しくは事務所間連

絡会議等により、各県税事務所間の調

整を図り、統一的な施策を講じること

が必要である。さらに、高額滞納者リ

ストは、各市町すべてのものを入手し、

滞納者の情報を十分に認識した上で、

より有効な滞納整理措置や支援の取組

みが必要である。 

「結果」 

１．個人県民税については、地域の現状

を把握し、これに応じた対策を実施で

きるよう、平成×年度から各事務所で、

すべての市町から高額滞納者のリスト

を入手することにより徴収状況を把握

し、市町との共同文書催告・共同臨戸

徴収等の計画を立て、徴収確保に努め

ている。  

個人県民税の収入未済額は平成×年

度決算で県税全体の約×％を占めてお

り、その徴収確保が県税の収入未済額

圧縮の鍵である。このため、平成×年

度に、地方税法第 48 条による県の直接

徴収を×町で実施したところであり、

今後とも、滞納整理組合の実態を踏ま

え、市町の意向も勘案しながら、市町

等への支援策について、検討する。 
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また、これまでも、市町等の税務職

員に対し、差押えや捜索などの徴収実

務研修を実施し、その知識・技術の向

上を図っており、今後は、市町等と共

同して差押えや公売を行うなど、なお

一層、徴収対策に取り組むこととして

いる。 

２．滞納繰越分のうち 1,000 千円以上の

滞納者については、高額滞納者として

定義し、各県税事務所では重点的に徴

収対策を検討している。高額滞納者に

ついては、滞納整理小票に記載した内

容を、個々にその経過や今後の処理方

針として別紙にまとめ、本庁税務課に

報告している。当該資料に基づき、本

庁税務課においても年３回、各県税事

務所を回るなどして、高額滞納者の処

理状況について協議している。 

県税に係る滞納者については、県税

事務所が積極的に資産調査を進め、徴

収、滞納処分の執行を迅速に進めるべ

きである。 

２．資産調査とそれに基づく滞納処分に

ついては、平成×年度から滞納発生か

ら差押えに至る期間を半年程度にまで

大幅に短縮することとし、差押え件数

も平成×年度と比較して大幅に増加す

るなど、強制徴収を強化している。ま

た、警察の協力を得て悪質滞納者に対

する捜索を実施し、一定の成果を挙げ

ている。 

高額滞納状況一覧については、各事

務所の管理・監督者がその内容を把握

し、各事案について必要な対策を指示

するなど、滞納整理の進行管理に有効

に活用することとしている。 

 

 

８．地方公営企業 
(1) 債権管理体制の整備は適切に行われているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．調査収入に係る代金回収に関し、遅

延利息が発生しないよう請求書の日付

を書き換えている事例等があった。請

求書発行日等のチェック体制を整備す

る必要がある。 

「結果」 

１．調査収入に係る代金については、検

査合格後速やかに、請求月日を明記し

た上で決裁を経て請求するなど、所定

の手続を経て的確に請求するようチェ

ック体制を整備し、早期回収に努める

こととした。 

 

(2) 費用の支出内容は明確になっているか。 

監査結果等 措置状況 
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「結果」 

１．「業務推進費」とは、内規によると、

「関係先に対する事業推進費及び指導

連絡費用を処理する科目」とされてい

る。その内容は、関係先との情報交換

や交際を目的とするもの、本支所間の

打合せ、職員に対する慰労及び内部の

懇親に関連した支出であり、その支出

承認は「支出（決定・報告）書」に基

づき実施されている。当該支出の内容

及び計上の根拠となる請求書等につい

て、公社に関係資料の整理を求めたと

ころ、支出範囲が不明確である、相手

先及び目的が明示されていない、事前

承認が行われていない、といった問題

があった。 

「結果」 

１．業務推進費については、平成×年度

に支出範囲の明確化、相手先及び目的

の明示、事前承認の徹底を実施した。

 

(3) 貸付金の管理体制の整備は適切に行われているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．従業員貸付金の中に、内規で定める

返済期間を超えている案件がある。 

この原因としては、①貸付時に、返

済額を先に決定し、返済期間がどれく

らいになるかを確認していなかったこ

と、②途中で条件変更をし、返済額を

減額したときに、返済期間がどれくら

い延びるかを確認していなかったこと

が挙げられる。 

規則に従った返済期間となるよう

に、貸付時及び貸付条件変更時に十分

に確認する必要がある。 

「結果」 

１．従業員貸付金については、貸付実行

と返済期日の確認を重点に内部審査等

により牽制を図ることとしており、今

後、適正な執行に努めていく。 

なお、返済期限を超えて貸し付けて

いた事案については、平成×年度に全

額返済を受けた。 

 

(4) 特定目的の運用資産の必要性は適正に評価されているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 「結果」 
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１．公社が作成した貸借対照表上では、

特定の財産を「運用資産」とし、流動

資産及び固定資産から構成される「運

用財産」と区分して管理している。 

運用資産として管理されている「○

○整備資金運用預け金」については、

その目的となる公社保有地の整備に係

る○○整備費が長期間発生していない

ことから、運用財産として管理する必

要がある。 

１．○○整備資金運用預け金については、

平成×年×月×日に満期となったこと

から全額取り崩し、一般資金として管

理することとした。 

 

(5) 委託先及び購入先の選定方法は適正か。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．公社の取引の一部について、内規に

基づき、入札等により委託先及び購入

先を決定しているが、結果として委託

先等が特定の○○社に集中している。

今後、更に有効かつ効率的な委託や購

買が行われるよう、より幅広く取引相

手方の選定方法を検討する必要があ

る。 

また、見積り合わせを十分に実施せ

ずに契約している取引や、複数の見積

書の金額が同額の場合において、決裁

書上明確な理由の記載がないまま契約

しているケースが散見されるので、そ

の決定過程を文書として残す必要があ

る。 

「結果」 

１．取引相手の選定については、透明性・

競争性を確保するため、平成×年度か

ら見積先選定の根拠・理由等を明確に

した上で、行うこととした。 

また、一定量及び一定額以上の資材

購入については、入札参加資格申請を

している者、製造メーカーの一次代理

店資格を有する者等から選定し、見積

書を徴収することとした。 

 

(6) 固定資産の管理は適切に行われているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．固定資産の管理に当たって、以下の

ような問題点が見受けられた。 

① 定期的な実査が行われていない。

「結果」 

１．定期実査については、管理規約に基

づき内部審査を実施することとした。

固定資産については、管理番号プレ
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② 管理番号が付されていない資産が

ある。 

③ 現物管理と台帳管理が一致してい

ないものがある。 

④ 部品等の貯蔵品については、帳簿

管理は行われているが、在庫管理担

当者が出勤中は倉庫の入り口が開放

されているため、倉庫への出入りが

自由な状態にあった。 

公社の事業にとって重要な財産であ

る有形固定資産を保全するために、以

下のように改善する必要がある。 

① 有形固定資産及びリース資産につ

いて定期的に実査を行う。 

② 一部の資産だけではなく、資産計

上されているすべての資産につい

て、台帳上の管理番号を付すように

する。 

③ 現物の保管場所と、台帳上の管理

場所を一致させる。 

④ 倉庫の出入りについては、在庫管

理担当者等一部の担当者しか出入り

できないようにするとともに（物理

的遮断）、在庫の入出庫作業を行う

担当者と、台帳記帳や棚卸しを行う

担当者とを分ける（内部統制の構

築）。 

ートを貼付し、現物と台帳との点検を

実施するとともに台帳を本所で一括整

備し、その写しを現場の保管場所に備

えることとした。倉庫については、常

時施錠することとし、入出庫作業担当

者と台帳記帳担当者を分けて選定し

た。 

 

(7) 間接経費の配賦計算は適切に行われているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．農用地開発整備事業費用は、直接原

価としての草地開発事業費耕地整備事

業費及び土層改良事業費間接原価とし

ての工事管理費、調査受託事業費、機

械事業損失及び共通管理費から構成さ

「結果」 

１．工事ごとの間接原価の配賦方法につ

いては、平成×年度中に間接管理費の

適切な配賦基準を設定し、配賦計算す

ることとしている。 

また、配賦基準の設定に当たっては、
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れるが、このうち受注した工事ごとに

原価が集計されているのは直接原価の

みである。すなわち、直接原価につい

ては原価計算が実施されているが、間

接原価については支所別の発生額が認

識されているのみである。 

したがって、現状では受注した工事

ごとの損益を把握できないため、今後

は適切な配賦基準を定めた上で、間接

原価についても配賦計算を検討する必

要がある。更にいえば、農用地開発整

備事業のうち、直営事業は農村施設整

備事業等から直営施工として自社に発

注された事業であり、外部から発注さ

れた受託事業の場合とでは、両者の原

価は適正に区分計算されなければなら

ず、そのためには間接原価を含めて受

注した工事ごとの原価計算が必要であ

る。 

直営事業と受託事業の区分についても

検討し、工事ごとに原価計算を行うこ

ととしている。 

 

(8) 事業計画の見直しは適切に行われているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．○○発電所建設計画に係る建設仮勘

定について正常流量が決定していない

段階では、同発電所の発電電力量も確

定できないため、その収益性及び公益

性の判断もできない状況にある。正常

流量が決定される「○○川水系河川整

備基本方針」が策定され次第、同発電

所建設計画の見直しを行い、建設計画

の続行又は中止を速やかに決定すべき

と考える。 

もしも、建設計画が中止となった場

合には、同発電所建設準備口として計

上されている建設仮勘定×百万円に

「結果」 

１．○○発電所については、平成×年×

月に「○○川水系河川整備基本方針」

が策定され、発電に使用できる水量が

制限されたことから、その経済性が当

初計画より低下することとなった。こ

のため、関係機関で構成する「○○電

気事業調整会議」の意見なども伺い、

○○発電所建設計画を中止することを

決定し、同発電所の建設仮勘定×百万

円については、平成×年度において特

別損失として処理した。 
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は、資産性が認められなくなるため、

中止が確定した年度において特別損失

として全額費用処理することが必要で

ある。 

 

(9) 出先機関での支払事務は適切に行われているか。 

監査結果等 措置状況 

「意見」 

１．経費の圧縮が不可避となっている状

況の下では、事務処理の効率化が緊急

の課題である。既に平成×年度におい

て監査委員の検討事項とされている

が、事務の効率化の観点から改善が望

まれる。 

「意見」 

１．管理事務所の支払事務については、

平成×年度から事務所支払を本局支払

とし、事務の効率化を進めた。 

 

 

９．道路・道路公社 
(1) 契約の方式決定及び相手方の選定は適法かつ妥当であるか。  

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．物品の購入を分割して相見積りを回

避した取引事例があるが、不適切なの

で改められるべきである。 

「結果」 

１．平成×年度においては、規程上相見

積りの必要な×万円以上の物品の購入

に当たり、相見積りをせずに物品を購

入した事例が数件あった｡平成×年度

からは改善しており､今後とも適正な

処理に努める。 

「意見」 

１．本件の指名競争入札では、競争原理

が働いているか疑問である。競争原理

を働かせるため、より競争性の高い一

般競争入札又は公募型指名競争入札の

導入を検討すべきである。 

「意見」 

１． 

（維持補修工事の入札） 

維持補修工事は、道路に陥没ができ

た場合などに、事故を防ぐために迅速

な補修等の対応が求められるため、現

場に近接した一定地域から機動力のあ

る業者を指名する必要がある。このた

め、一般競争入札や公募型指名競争入

札の導入は難しいと考えているが、指

摘を踏まえ、試行的に指名業者数を増
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やすこととし、競争性をより高めるよ

う取り組んでいる。 

（路面清掃業務の入札） 

道路上では、人力作業では除去不可

能な種々の塵芥が含まれており、また

処理すべき塵芥量が非常に多い状況下

にある。また、路面清掃業務は一般交

通下においての作業となるため、作業

に際しては、相当の安全性能や効率性

能及び迅速性能が要求される。したが

って、効果的に道路清掃作業を行い、

もって安全で快適な道路交通を確保す

るためには、路面清掃車による道路機

械清掃が必要であり、発注業者につい

ても、路面清掃車や散水車等の特殊車

両の保有や運転技術者の確保など、一

定の条件を満たすことが要求される。

これらの条件を満たしている業者

は、○○府内では現在×社であり、よ

り競争性を高めることには一定の限界

があると考えられるが、包括外部監査

の指摘を踏まえ、○○府内を南北の２

ブロックに分割し、指名に当たっては、

発注現場のあるブロック内の全業者を

指名することとした（南部ブロック：

×社、北部ブロック：×社）。これによ

って、指名機会の増を図った。 

また、○○府では、当業務を含め、

新たに施設管理委託業務を中心とした

請負契約業務の入札参加審査制度を設

け、平成×年度より実施するに当たり、

入札参加資格申請受付を平成×年×月

より開始している。 

２．随意契約については、契約相手が偏

りがちで○○府に不利となるおそれが

ある。随意契約によることを最小限に

２．府民の安全と安心を守り、将来にわ

たり良好な施設を引き継いでいくた

め、平成×年×月に「維持管理アクシ
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すべきことは当然であるとともに、随

意契約による場合には見積書の作成を

慎重にさせ、これに記載された金額の

信頼性を高めるための工夫が必要であ

る。 

ョンプログラム（案）」を策定し、厳し

い財政状況における維持管理の行動指

針を定めた。 

今後は、これまで舗装・主要橋梁等

の施設を対象として行ってきた将来の

維持管理費や更新費の試算の精度を高

めるため、同プログラム（案）に基づ

き、現況施設の点検・診断を効率的に

実施し維持管理に関するデータの充実

に取り組むとともに、将来の維持管理

投資額と維持管理水準やライフサイク

ルコスト等との関係の定量的な把握を

試みるなど、将来の維持管理のあり方

について検討を行い、これらを踏まえ

て平成×年度を目処に「中期保全計画」

を策定する。 

また、道路の新設・改良に当たって

も、最小限の維持管理で最大限の長寿

命化が可能となる構造を検討し、ライ

フサイクルコストの縮減を図ってい

る。 

 

(2) 施設の収入及び管理運営コストは適切に集計されているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．有料道路別に損益が集計されている

が、直課されている損益項目を除いて、

配賦処理に際して明確な基準がない。

「結果」 

１．平成×年×月に「一般管理費等の配

賦基準」を作成し、直課項目以外の事

務的経費（本社経費等の共通経費）に

ついては、管理事業では料金収入の、

受託事業では受託収入額の按分で配賦

するようにした。平成×年度決算から

はこの基準により処理している。 

２．○○大橋道路料金収入の中に○○公

団に係る道路料金収入を含んでおり、

売上を正しく表現した会計処理とはい

えない｡ 

２．○○公団の管理区間と当公社の管理

区間との間を連続して通行する車両に

ついては、当公社が管理する○○料金

所において、両管理区間に係る通行料
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金を併せて徴収している。当公社で一

体徴収した通行料金は、双方に収入配

分することとしたが、収入配分率の協

議が整わなかったため、平成×年度決

算は○○道路料金収入の中に○○公団

に係る道路料金収入を計上したまま

で、○○公団へは雑支出として処理し

たことが、結果として不適切な会計処

理となった。平成×年×月に○○公団

との間で収入配分率に関する協定が成

立したので、平成×年度以降は○○道

路料金収入の中に○○公団に係る道路

料金収入を含むことはなくなり、指摘

事項は解消されている｡ 

 

(3) 金券類の管理は適正に行われているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．払戻しにより回収された回数券が適

時に廃棄されていない。また、販売委

託先在庫の期末残高が未確認である。

この点改められるべきである。 

「結果」 

１．払戻し回数券については、受付年月

日、券種及び券の番号等を記載した整

理簿を作成し、現金同様に金庫に保管

し、１年に２回程度裁断処理をしてい

た。しかし、長期保管は好ましくない

ので、平成×年×月からは、即時廃棄

により処理している｡ 

回数券の販売委託先の回数券につい

ては、平成×年度末において保管預か

り証明書の提出を求めた。今後とも回

数券の適正な管理の徹底に努める。 

 

(4) 時間外勤務手当の算定や支給手続は適切に行われているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．時間外勤務の事前承認が書面上なさ

れず事後報告での承認となっている｡

また、同申請書の記載内容についても

「結果」 

１．従前は事前の上司に対する申請又は

上司による指示を口頭で行ってきた

が、平成×年×月からは書面により事
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改善を要する。 前承認を行っている。勤務内容の記載

についても、時間外勤務の申請又は指

示を行う都度、書面に勤務内容を具体

的に記入している。 

 

10．財政援助団体 
(1) 公益法人の目的は十分に遂行されているか。 

監査結果等 措置状況 

「意見」 

１．公益性の高い業務について、人員不

足等により一部受託申込みを断らざる

を得ない状況が見受けられる。公益法

人の目的を十分に果たすため、公益性

の高い業務を優先して行う等の措置を

講ずる必要がある。 

「意見」 

１．平成×年×月より、支援業務を一元

的に管理・掌握するため、支援業務受

付担当を配置し、公益性の有無を判断

している。また、平成×年×月の組織

改正により企画調整担当を配置し、企

画調整会議に諮るなど、公益性の高い

業務を優先的に行うよう努めている。

 

(2) 理事会の運営は適正に行われているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．第×回理事会（書面表決によってい

る）について、議事録が作成されてい

ない。 

理事会議事録は開催の都度作成し、

理事会での決議や報告を明らかにする

必要がある。そして、秩序整然と適時

に保存し、重要事項の意思決定過程等

について、当該理事会の議事録を通し

て確認できるようにしなければならな

い。 

「結果」 

１．平成×年度第×回理事会以降、すべ

ての理事会開催の都度、議事録を作成

している。 

２．理事会は×回開催され、そのうち会

議形式が×回で、残り×回は「書面表

決」であったが、全部につき理事会議

事録が作成されていた。しかし、会議

形式の理事会に書面表決書及び委任状

は提出されているが、本人が出席して

２．平成×年×月の予算理事会からは、

本人が出席できない場合は、代理者の

出席を依頼している。 
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いないケースが多い。 

現在、理事は各種関係団体の代表者

が就任しているが、本人が出席できな

い場合は代理人が出席して、財団の業

務執行状況を確認し、さらに情報交換

等を行うべきと考えられる。 

 

(3) 予算の作成・執行は適正に行われているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．○○運営費（受託契約）の修繕料に

ついて、予算額超過分を事務局費（補

助金）の修繕料で処理しているが、支

出額が予算を超過する場合は、同一の

事業の区分において予算流用処理をす

ることが必要である。 

「結果」 

１．一事業特有の支出については、同一

事業内の予算で対応することとし、事

務局費は事務局運営並びに間接経費に

限るよう、今後の予算執行に留意する。

２．○○事業は、県から委託された新規

事業であった。しかし、年度の途中に

おいてこの事業は県の○○課が担当す

ることに変更されたが、予算は団体で

執行されていた。この変更について、

県所轄部署との文書による事業移管の

証拠を求めたところ、明確になってい

なかった。今後、事業移管については、

県所轄部署と団体の間で文書等により

明確にする必要がある。 

２．今後、事業移管については、委託契

約書、補助金交付要綱などで明確に区

分することとした。 

「意見」 

１．団体内部での予算作成資料について、

どの部署の誰が責任を持って作成した

ものなのか明確になっていない。予算

作成のプロセスは重要であり、作成部

署、作成者名等を明記することにより、

関連した事情、状況、背景等の情報を

後日調査する場合等に有効と考えられ

る。 

「意見」 

１．予算に関連して作成された資料への

作成部署、作成者氏名の明記について、

平成×年×月、各○○に周知徹底を図

った。 
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(4) 経理処理は適正に行われているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．収支計算書上で計上誤りや計上漏れ

があるため、修正が必要である。 

 

「結果」 

１．税理士の月次チェックに加え、外部

の会計専門家に会計診断を依頼し、外

部からの会計チェック体制の強化を図

った。また、適正な会計事務処理の周

知徹底を図り、審査体制の強化に努め

ている。 

なお、平成×年度から新たに導入し

た財務会計システムで、予算額・執行

済額管理によるチェック機能を持た

せ、計上漏れ等がないようにした。 

２．仕訳伝票を閲覧した結果、承認印が

省略されていた。これは、調書（収入

金調書・支出金調書等）に仕訳が記載

されており、当該調書上の仕訳におい

て出納員（事務局長）の承認がなされ

ているためであった。 

仕訳自体の承認は、調書への承認で

代替できると考えることもできるが、

会計システムヘの入力の際の原始資料

たる仕訳伝票において承認がなされる

ことが望ましい。なお、規程も「仕訳

伝票にて承認を得ること」となってい

る。また、仕訳伝票に入力チェック印

を付すことが必要である。 

２．平成×年×月×日から、仕訳伝票に

おいて承認印を押すこととした。また、

「○○規程」（旧規程）では、調書（収

入金調書・支出金調書等）に係る記述

がなく、仕訳伝票による決裁を行う旨

の解釈がなされていたので、平成×年

×月×日から「○○規程」（新規程）を

制定し、調書（収入金調書・支出金調

書等）に係る規定を新たに整備し、調

書決裁における出納役による承認及び

出納担当者による仕訳確認を行うこと

とした。 

３．「収入金調書兼収入伝票」、「支出金調

書兼支出伝票」など決裁用の稟議書と

仕訳伝票が一票になっていることか

ら、仕訳伝票として日付順に整理し難

いなど網羅性に欠ける場合がある。し

たがって、例えば、コンピュータ入力

時にこれら伝票にコンピュータ上の伝

票番号（自動連番）を記載し、その順

番にファイルすることにより仕訳伝票

３．決裁用書類と一票になっている仕訳

伝票については、コンピュータ入力の

順に番号を付して整理し保管すること

で、会計取引や事業活動の記録に網羅

性を確保するよう、平成×年×月、各

○○に周知徹底を図った。 

また、仕訳伝票には、会計取引日や

コンピュータ入力日などの情報の付記

を確実に実施するよう、併せて徹底を
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としての網羅性を確保するよう改善が

求められる。これにより総勘定元帳か

ら仕訳伝票へのトレースが明確になる

と思われる。 

なお、仕訳伝票には、会計取引日の

ほかに入力日と入力者の処理済印を押

すことが望まれる。 

図った。 

４．財団は過去に統合をしていることか

ら、経理事務も過去の財団ごとに分け

て実施されていると考えられる。しか

し、当該財団の規模から考えるとそれ

ぞれ部門の業務に限定して事務を行う

ことは合理的と思われない。また、統

合の趣旨から考えても経理事務の合理

化が達成されていないともいえる。業

務の統一化を図り、効率化する必要が

あると思われる。 

４．平成×年×月×日付けで事務分掌を

改め、業務の統一化を図った。 

「意見」 

１．財団本部への経費の報告体制につい

て、支出内容を適時に、かつ台帳又は

領収書・請求書のコピーの添付等詳細

な内容を報告する必要がある。また、

支出の伺いについて、物品の取得等一

定以上の金額についての権限は本部決

裁として規定することが望まれる。 

「意見」 

１．平成×年×月に○○センターの会計

処理基準を作成し、経費の報告につい

ては、本部で適宜把握できる体制を整

備した。 

 

(5) 現金預金の管理は適正に行われているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．平成×年度末の保管金（受託商品の

売上金）が１か月分金庫に保管されて

おり、帳簿上計上されていないため、

日々の保管金を銀行口座へ入金する必

要がある。また、年度末に保有する現

金は帳簿上、現金として計上すること

が必要である。 

「結果」 

１．平成×年×月に○○会計処理基準を

制定し、平成×年度決算において、適

切に事業収入を計上するとともに、貸

借科目についても遺漏なく会計処理を

行った。 
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「意見」 

１．現金の過不足の処理について、年度

末付近の経費として計上している。現

金過不足は日々把握し、実際の経費と

区別して処理する必要がある。 

「意見」 

１．平成×年×月に○○センターの会計

処理基準を作成するとともに、平成×

年度決算から、差異を現金の過不足と

して認識するよう適切に会計処理を行

った。 

２．特定積立預金の内容に不明確なもの

があるため、内容を再確認し、正しく

処理する必要がある。 

 

２．特定積立預金の内容を明示するとと

もに、計画的な執行となるようプラン

を策定し、平成×年×月に開催した理

事会に諮り、明確にした。また、一部

の積立預金にを取り崩し、平成×年度

の財源に充当した。 

 

(6) 固定資産の管理は適正に行われているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．○○規則第×条の×に規定された物

品の現物実査が行われていない事例が

見受けられたため、確実に実施する必

要がある。 

 

「結果」 

１．○○規則に基づいた物品の現物実査

の確実な実施について、平成×年×月、

各中間機構（県の外郭団体のうち、県

の出資・出捐割合が 25％以上あり、か

つ、特に県と密接な関係のある×団体。

平成×年度包括外部監査の対象となっ

た×団体はすべて含まれる。）に周知徹

底を図るとともに、平成×年×月、会

計事務担当者研修会で現物実査の必要

性について説明を行った。 

「意見」 

１．現物管理を目的としたリース資産台

帳が作成されていない。資産管理の観

点からは、リース資産についても現物

管理を行う必要があり、保有資産と同

様に管理台帳を整備して、定期的に現

物実査を行う必要がある。 

また、県の建物附帯設備（工事費に

含まれている備品であり、県の備品台

帳には記載されていない。）についても

「意見」 

１．平成×年度中にリース資産台帳を整

備し、定期的に現物実査を行っている。

また、県から運営管理を受託してい

る建物附帯設備についても、管理台帳

を作成し管理している。 
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管理台帳の作成と実際の資産管理が必

要である。 

２．○○事業に係る長期修繕計画が策定

されていない。長期の損益計画や収支

計画の精緻化及び計画的な修繕実施に

よる修繕費の節減のためにも長期修繕

計画を立てることを検討されたい。 

２．適切な維持管理を目的とした×年間

の長期維持修繕・更新計画を平成×年

度に策定した。 

 

(7) 基金の管理は適正に行われているか。 

監査結果等 措置状況 

「意見」 

１．特別基金について、規程上、目的や

運用益の使途等が定められているもの

の、具体的な事項については明示され

ていないため、基金の目的、財源を明

確にした事業展開を図ることが必要で

ある。 

「意見」 

１．○○基金の要綱を作成し、県民協働

の視点で事業を展開する方針を明確に

した。 

 

(8) 未払金の処理は適正に行われているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．平成×年度末の負担金残額は、平成

×年度に県に返還されているが、決算

において未払金として計上することが

必要である。 

「結果」 

１．平成×年度決算においては、確定執

行額の把握に努め、本部及び○○事務

所の負担金残高を未払金計上した。 

 

(9) 引当金の処理は適正に行われているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．平成×年度末に破産宣告された会社

について、当該年度に延滞債権への分

類及び貸倒引当金の設定がなされてい

ないため、延滞債権への債権の評価に

関しては、広範かつ早期に情報を入手

して貸倒引当金を計上し、決算書に反

映させる必要がある。 

「結果」 

１．民間信用調査機関の情報誌等により、

早期の情報把握に努める。平成×年度

決算において債権の評価を再確認し、

貸倒引当金を計上した。 
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「意見」 

１．退職給与引当金の計上基準が期末自

己都合要支給額の×％であるため、

100％を引当計上することが望まれる。

「意見」 

１．平成×年度末時点で期末自己都合要

支給額の 100％の引当金計上となるよ

う対処する。 

２．○○引当金の設定根拠が明確でない

ため、整理する必要がある。 

２．平成×年度補正予算において、前年

度までの引当預金を収入予算に組み入

れ、整理した。 

 

(10) 事業成果の測定は適正に行われているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．○○会館の総利用人数の集計方法に

ついて、○○ホール等の貸館を利用し

た人は、○○展示室、○○プラザなど

貸館以外の施設も利用するとの前提で

人数が計算されている。 

団体内部において総利用者の傾向を

測定するために使用するデータである

ならば問題ないが、実際の利用人数よ

り過大に集計されることから、現状の

正しい利用状況を示しているとはいえ

ない。 

利用人数はできる限り正しく集計す

べきであり、また、団体の事業評価に

利用することが期待されることから、

実際の利用者を正確に把握することが

できるよう改善が求められる。 

「結果」 

１．貸館以外の施設である○○展示室及

び○○プラザ等の利用人員の算定方法

については、定時の目算及び施設管理

者の報告数値による集計も行うなど、

施設の利用実態に即した集計方法を採

用して、利用人員のより正確な把握に

努めることとした。 

「意見」 

１．広報効果を効果的に測定する手法の

確立が望まれる。また、県民ニーズや

社会情勢の変化に十分対応し、県民の

意見を積極的に取り入れた広報活動を

行うことが必要である。 

 

「意見」 

１．県と連携し、県民の意見を積極的に

取り入れた広報活動を実施している。

具体的には、平成×年×月に県政モ

ニターヘのアンケートを実施するとと

もに、○○評価員制度による意見聴取

など、広報効果の検証を行っている。

また、平成×年度から県民の生の声

を迅速に県政に反映させるため、イン
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ターネットを活用したメールマガジン

を発行するなど、県民との双方向・対

話型の広報システムの構築に努めてい

る。 

２．定量的な指標や定性的な情報収集に

より事業成果の測定を行い、結果を文

書で残す必要がある。また、この結果

を各事業の目的適合性、効率性等の説

明の根拠にする必要がある。 

２．催事参加者数や施設利用者数等の動

向を測定するとともに、必要に応じア

ンケート調査等を実施し、事業効果の

分析を行い、結果を理事会に報告した。

３．事業実績報告書において、利用実績

は記載されているが、当初どのくらい

の利用を目標としているのかは記載さ

れていない。どのくらいの稼働率を目

標とするのか計画し、稼働率を増加さ

せるインセンティブを確保することが

求められる。 

３．平成×年度の目標数値を平成×年度

内に設定し、理事会に諮るとともに、

目標数値と実績数値とを比較したもの

を平成×年度の事業報告書に記載する

こととし、稼働率を増加させるインセ

ンティブを確保するようにした。 

 

11．補助金・負担金 
(1) 補助対象の選定は適切に行われているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．補助金等の交付対象としている補助

事業が、「補助金交付要綱」と交付申

請書及び実績報告書等では異なってい

た。補助対象事業の範囲に関する考え

方が相違しており、補助金の性格自体

が異なってしまうので一致させるべき

である。 

「結果」 

１．平成×年度からは、「補助金交付要

綱」の補助対象事業の内容と交付申請

書及び実績報告書等の内容を一致さ

せ、事業費補助として一連の手続を行

った。 

２．補助対象団体の運営は自主財源によ

る割合が高く、自助努力により運営す

るよう促すべきであり、当該補助金制

度は廃止すべきである。 

２．運営費補助制度を廃止し、個別事業

に対する事業費補助へ転換することと

した。 

３．○○事業費補助金の事業者において、

明確な目的のない引当金の繰入れや余

剰資金の保有があり、当該補助金が不

要又は縮減が可能な状況にある。県は

３．指摘のあった引当金については、社

団法人○○協会に対してその必要性を

検討するよう指導した。その結果、協

会内で引当金の取扱いについて見直し
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事業者の財政状況を充分に査定し、補

助金支出の要否を再検討すべきであ

る。 

を行い、商品陳列棚引当金及び会館建

設資金引当金については、計上を取り

止め、取崩しの上、引当て不足となっ

ている退職給与引当金に平成×年×月

に充当された。また、物産振興引当金

は、首都圏での直営の販売拠点整備が

予定されていること等を踏まえ、県産

品の需要開拓、販路拡大等を図るため

の事業資金として５年間を目標に総額

×千円を計上することとされた。なお、

補助金については、平成×年度に対前

年比×％減額した。今後とも協会の財

務状況等を検討し、金額及び支出の要

否を検討していくこととした。 

４．平成×年度より留学支援の補助金予

算を計上しているが、ここ数年以上補

助金の交付実績がない。枠的に措置す

る補助金で、予算消化率の低いものは、

廃止又は予算額の削減を図ることが要

求されているところでもあり、制度そ

のものの見直し又は廃止を検討すべき

である。 

４．従来の制度では、留学した上、さら

に単位取得を必要条件としていたが、

平成×年度からは、提携先大学の短期

留学プログラムに参加した場合に補助

対象事業にする等、制度の見直しを行

った。 

「意見」 

１．負担金が、それぞれ別な負担金とし

て協議会及び複数地区の地区推進委員

会に対し直接的に交付されているが、

協議会と地区推進委員会の組織の位置

付けなどから、各地区推進委員会への

負担金は協議会を通しての間接補助が

自然の形と考えられる。 

「意見」 

１．負担金の取扱いについては、従来の

協議会及び各地区推進委員会への個別

交付から、協議会へ一括交付し、その

後、協議会から各地区推進委員会へ配

布する方法へ平成×年度から改善し

た。 

 

２．補助金の事業のあり方及び補助額に

ついて再検討すべき時期に来ているも

のも見受けられ、特に少額補助も少な

くない。 

○○県の事務負担等を考慮すると統

廃合も検討されるべきである。 

２．○○補助金は、平成×年度限りで廃

止することとした。○○補助金に関し

ては、所管・実施主体を統一し、委託

事業として再編成するとともに既存の

類似事業と統合し、経済性、効率性を

図った。 
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３．県は補助金に対して「総額抑制」の

方針を採っているが、この場合、一律

のマイナスシーリングは真の補助金圧

縮対策とはならず、補助効果の絞り込

みにより、メリハリをつけた補助事業

の整理が重要と思われる。重点補助事

業には十分応え、不要、不急のものは

補助事業を取り止める方針が必要であ

る。 

３．平成×年度当初予算編成から、事業

の終期設定や事務事業の見直し等によ

って補助事業の整理を行う一方で、重

点事業枠を別枠として設定するなどし

て、緊急度、優先度の高い補助事業へ

のシフトを図った。 

 

(2) 補助金の申請、決定、交付等の手続等は適切に行われているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．○○市は、土地改良区が行う市街化

区域内及び市街化区域外の用水路改修

等の経費の一部に対して補助金を交付

している。○○市が補助金交付の決定

を○○土地改良区等に通知した、補助

金等交付決定通知書による日付より、

土地改良区等が実際に工事を行う業者

と工事の契約を締結した日付が前にな

っており、補助金交付決定が行われる

前に、工事契約の締結が行われていた。

当該補助金は、事業費補助的な補助金

であり、必要があると認める場合は条

件を付したりして、施工者は補助金交

付の決定の通知を受けた後にこれを踏

まえて工事の契約をすべきである。 

「結果」 

１．平成×年度からは、補助金交付前の

着工については、「補助金交付要綱」

に基づき、指令前着手届けを提出する

よう指導、改善した。 

２．補助金等交付申請書による建設工事

の工事費の支払時期と、実際の支払時

期が相違している。支払時期は工事請

負契約書に記載されており交付申請書

の添付資料にもなっていることから、

○○市としては交付申請時に確認して

いる以上、補助事業の推進と併せて事

務指導を徹底し、適切な事務執行を行

２．平成×年度から事業主体に対し、適

切な事務執行を行うよう指導した。 
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うよう事業主体を指導すべきである。

「意見」 

１．事業主体が作成し市に提出する収支

予算書は、補助対象事業全体のうち、

市町村の負担比率（×％）だけを抽出

し予算書として作成しているが、本来

は補助対象事業全体の収支を報告すべ

きである。 

「意見」 

１．平成×年度から、収支予算書につい

ては事業費の全体額を記載するよう改

めさせた。 

 

(3) 補助金の算定、交付時期等は適切か。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．○○事業の補助金について県負担額

算出の具体的な基準が文書化されてい

ない。現状で対応できる内容で文書化

し、基準を明らかにしておくべきであ

る。 

「結果」 

１．補助対象経費と補助率を○○補助金

交付要綱に明記し、補助金申請書の添

付書類である予算書をその内訳科目ご

とに記載するよう指導し、平成×年度

交付申請から内訳ごとに記載された。

２．○○事業補助金の概算払いについて、

概算払いされた補助金の一部（×万円）

が事業閉鎖による補助取消し後、回収

不能となったケースが生じている。概

算払いの場合には、事業者の状況を充

分理解した上で、確実な対応を図る必

要がある。 

２．概算払いについては、経営体の状況

を確実に把握するため、事前に補助対

象者に対する対面ヒアリングや現地調

査を実施することとした。 

３．県立大学室担当の○○大学研究費補

助金の算出について、総枠算出、定額

配分方式といわれる方法が取られてき

ているが、個々の研究者の必要研究費

の積上げを基本とする方法に早急に転

換すべきである。 

３．平成×年度当初予算の編成から、従

来の定額割当て方式を各研究者からの

積上げに基づく算定方式に改めて予算

要求を行った。また、平成×年度の予

算配分に当たっては、各学部予算委員

会において、各研究者の実績や計画内

容を加味して、より効果的な配分を行

う方法に段階的に移行する予定となっ

ている。なお、研究費の総枠について

は、今後５か年で段階的に補正を行う。

「意見」 

１．○○県から市町村並びに社団法人又

「意見」 

１．従来の人口区分による基準を改め、
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は協同組合（以下「市町村社協等」と

いう。）への○○福祉センター人権擁

護事業補助金については、市町村社協

等への補助金の配分金額につき、現状

では人口区分に応じて５段階に分けて

支出されている。ある市においては、

権利擁護事業としての「福祉サービス

利用援助契約」の締結数が０件である

のに対して、別の市においては 13 件と

なっている。 

本事業は事業規模が大きく、補助金

額が多額であることもあり、実績を無

視して一律に人口区分のみを基準にし

て補助金額を決定するのは是正すべき

である。 

今後は実績に応じた形にすることを

考慮し、市町村社協等への説明を行う

等により具体的な検討を開始すること

が望まれる。 

地域の実情に応じた補助金配分とすべ

く、実績配分型を導入した。 

 

(4) 補助金の実績報告を正しく受けているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．補助金の交付対象となった補助事業

者は、心身障害児小規模通園事業以外

にも健常児を対象にした保育園事業も

実施している。補助事業等実績報告書

に添付されている収入支出決算書は、

当該補助金の対象となる心身障害児小

規模通園事業だけの収入・支出が報告

されているが、事業全体の収入支出決

算書の提出が行われていないので、二

つの会計区分間で共通経費等の適切な

按分が行われているか提出書類からは

推定できない。事業全体の決算書の提

出を要求し、さらに実施している事業

「結果」 

１．事業全体の決算書及び事業別内訳書

の添付を平成×年度から実施した。ま

た、同年度に複数の事業に係る経費に

ついての按分基準や経理基準、保護者

負担金について明文化して、収入区分

の明瞭性を図るよう指導し、それに基

づいて区分した経理を実施したこと

を、申請書及び実績報告書で確認した。
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別の収支内訳書を添付させることによ

り事業別の収支を把握すべきである。

また、複数の事業に共通に発生する経

費は、床面積、従事割合等により按分

し、毎期継続的に使用する必要がある

ので、按分基準や経理基準は文書化し

保存すべきである。 

２．事務費補助金（概算払い）では、申

請時に収支見込みの提出を受けただけ

で、事業年度終了後の確定した収支決

算書を入手していない。今後は、事業

年度末までの決算見込みだけでなく、

確定した収支計算書についても入手す

べきである。 

２．平成×年度からは、各法人の決算理

事会終了後に確定した収支決算書を入

手している。 

３．平成×年度の実績報告の収支精算書

に記載されている本年度精算額は、予

算書の本年度予算額と同額であり実績

の報告ではない。当該事業の補助対象

年度決算が終了していないためとのこ

とであるが、決算作業を早急に終了す

るように指導するとともに、再度実績

に基づいた収支精算書の提出を要求す

べきである。 

３．平成×年度から、実績報告に係る収

支精算書についても実績に基づいた精

算額を記載するよう改めさせた。 

「意見」 

１．○○市私立保育園連絡協議会は、補

助金の支給を受ける私立保育園から収

支予算書を入手し、事業が終了すると

収支決算書を入手する。ただし、入手

した収支決算書には、収入と支出が同

額で繰越金がないものや、予算額と決

算額が同じ保育園があり、会計帳簿か

ら集計したとは到底思えない収支決算

書が見受けられた。補助金が、協議会

を通して各園に交付されるという間接

補助ではあるが、実質的には運営費の

一部を助成しているという性格を有す

「意見」 

１．平成×年×月×日に開催された平成

×年度の○○市私立保育園連絡協議会

総会において、市からの各園に対する

注意事項として、補助金交付に伴い協

議会へ提出する収支決算書の記入に当

たっては、①確定申告書などをベース

に記載するなど実態に即した内容とす

ること、②決算書を千円単位で端数処

理しないこと、などにより決算書類の

信憑性を高めるよう指導改善した。 

これにより、４月から３月までの収

支内容が記載されるとともに、決算書
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ることから、市は各園から提出される

「補助金等収支決算書」に正確性を期

すよう指導する必要がある。 

○○市私立保育園連絡協議会に加盟

する私立保育園は個人立の保育園がほ

とんどであり、所得税の確定申告を実

施していると思われることから、例え

ば、その内容を基に収支決算書の内容

を記載するよう指導することなどを通

して、収支決算書に信憑性を持たせる

ような方策を講じる必要があると考え

る。 

においては千円単位の端数処理がなく

なり、信憑性が高まった。 

 

(5) 補助交付団体への指導・監督は適切に行われているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．事業年度末又は事業終了後に各種団

体又は補助事業の決算収支の残をゼロ

にすることや次期繰越金を減少させる

等、あるいは次年度の使用を目的とし

たと思われる事務用消耗品等の購入が

ある。 

基本的には当年度に使用するものを

当年度に購入することとし、明らかに

次年度以降に使用するものについては

次年度の予算により購入することを徹

底すべきである。特定の事業に対する

補助金等については、事業終了後の余

剰金については精算（戻入れ）の考え

方を徹底すべきである。 

「結果」 

１．市長から各部局長宛に通知した「平

成×年度予算執行方針について」（通

知）により、指摘事項について措置を

講じる等、適正な事務の執行に努める

よう指示した。 

また、財務部長から各部局長に通知

した「平成×年度包括外部監査の結果

に関する報告及び意見について」（通

知）により、補助金及び負担金の取扱

いについて指摘事項に留意し措置する

よう通知し事務改善した。 

２．○○市観光協会が支出している事業

補助金等のうち、単年度事業と認識さ

れる事業に対するものについても、繰

越金の発生したもので精算（戻入れ）

されていないものがある。観光祭り等、

結果的に事業が継続的に行われたとし

２．○○市観光協会が支出している補助

金のうち、単年度事業に対する補助金

で繰越金が発生した事業については、

精算を徹底するようにした。 
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ても、実行委員会は単年度で組織され

ており、交付された補助金は運営補助

金ではないこと及び補助金等の本来的

目的は、「助長」「奨励」であることか

ら、自己財源を繰り越すという考え方

も本来的でないと考えられる。 

３．補助対象事業者主催行事の収支決算

の中で、会議費として支出されている

食糧費について会議の実体等から考え

て不適切と認められる支出があった。

３．平成×年度からは、食糧費の見直し

をするとともに、適切に支出するよう

指導した。 

４．補助対象事業に展示する作品の参加

賞用記念品としてクオカード×枚を作

成したが、実質的に金券であるにもか

かわらず「受払簿」も作成していなか

った。残についても転用がきかないデ

ザインのため今後公民館の関連行事で

使用の予定とのことであるが、受払簿

を作成の上、適正に使用することが必

要である。 

４．記念品については、平成×年度から

受払簿を作成し、適正に管理している。

５．施設整備補助対象事業者の施設整備

の入札が指名競争入札で行われていた

が、指名競争入札の要件を具備してい

るか疑わしい例があった。 

指名競争入札が認められる具体的な

要件について、より一層、法人へ指導

すべきである。 

５．補助対象事業者に対する入札に関す

る事務通達を作成し、施設整備に係る

契約事務については、一般競争入札に

よるものとし、平成×年度に施設整備

を予定する法人に周知・徹底した。 

６．事業者が土地を取得した場合の借入

金利子に対する補助金について、当該

土地の売却が進まないことが交付額の

増加を招いている。県は事業者に対し、

事業遂行に当たって合理的な計画を策

定し、売却が円滑に行われるように土

地の取得を行うよう指導するべきであ

る。 

６．公社に対し、買入以前に売り手・買

い手間の土地利用調整を十分に実施

し、昨今の農業情勢を勘案し、取得後

は即時に売り渡す方式を採りながら利

子助成（補助金）の軽減を図るととも

に、長期保有農地の早期売渡しの促進

を図り、農地保有合理化事業の適正な

運営を行うよう指導した。 

「意見」 

１．○○市の老人ホームの給食費（補助

「意見」 

１．平成×年度より○○養護老人ホーム
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金）算定の基礎となる調理員の給与は、

平成×年度から職務職能給を採用し、

社会福祉事業団独自の給与体系を確立

したものの、従前から雇用されている

職員については経過措置の適用によ

り、実質的に府職員と同じ給与ベース

となるため、相当期間コスト高となる

ことは避けられない。したがって、入

居者の処遇が低下しないように留意し

ながら、外部委託化を積極的に進める

べきであり、その際に想定される調理

員の雇用問題に対する方策を検討して

いく必要がある。 

の給食業務委託を開始した。業務委託

に際し、平成×年度に給食業務あり方

検討委員会を設置し、他法人の委託現

況の調査、比較検討を行った結果、コ

ストの軽減が図れるほか、利用者サー

ビスの低下が生じることはないとの判

断により給食業務委託の拡大を図る方

向性を確認した。 

２．小規模事業経営支援事業費補助金に

ついて、今後の方向として、小規模事

業者の少ない商工会については合併を

推進し、補助対象職員の削減を図るこ

とを検討すべきであり、また、商工会

の広域的なグループ化を図り、この補

助金の交付要綱等を改訂することによ

り、グループ単位の補助対象職員の配

置を検討することも必要なものと考え

られる。 

２．商工会合併については、現在の多数

の商工会を、より大きなくくりの広域

連携・合併商工会とするマスタープラ

ン検討委員会報告書がまとめられた。

今後は、この広域連携が平成×年度か

らスタートできるよう、広域連携協議

会設立等を支援していくこととした。

また、補助対象職員の配置については、

合併を推進する趣旨で、補助対象職員

設置基準の見直しを行い、「小規模事業

経営支援事業費補助金交付要綱」を平

成×年×月×日に改正施行した。 

 

(6) 補助事業の効果測定及びそのフィードバックは適切に行われているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．検査・確認手続は、それがどのよう

になされたか記録上明らかとならない

と検査の正当性を事後的に検証するこ

とが難しい。証票までの添付は不要と

しても、少なくとも検査担当者がどの

ような検査をしたのか分かるよう、例

えば、手続のチェックリスト等を添付

「結果」 

１．委託・補助を含む検査調書について

は、「検査調書の作成に係る留意事項に

ついて」（平成×年×月×日総務部財政

課長通知）に基づき、検査調書の下欄

に検査担当者が実施した検査の内容を

記載すること、又は、検査調書にチェ

ックリストの添付等を行うこととし
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して残すよう検討すべきである。この

ようにして、補助・委託先の市町村や

各団体への検査及び指導監督を徹底す

ることが望まれる。 

た。 

また、検査担当者が実施した検査内

容に対する確認を、原則、所属長が行

うこととした。 

２．海外観光客誘致事業の報告書を入手

し、内容を検証したところ、説明会、

会議への出席、商談会に出席して情報

交換を行う、海外旅行会社幹部の視察

への同行などであった。成果としての

海外観光客は目立って増えているわけ

ではなく、○○県観光連盟の人員だけ

では、事業の拡大や成果を出すことに

限界があると思われる。事業が中途半

端であり、廃止するか、他の事業との

統合により効果が期待できる事業内容

へ変更するよう検討する必要がある。

２．効果が期待できる事業内容を検討す

るよう指導したところ、平成×年には

○○県に海外観光客の増加が見込まれ

るイベントが連続して行われるため、

地域政策室、○○フェスタ推進室等で

組織する○○県イベント連携推進会議

に観光連盟が加わり、協働してできる

事業について連携して行うこととし

た。 

「意見」 

１．補助金給付先の以後の状況をフォロ

ーし、補助目的に合った結果ないしは

事象が生じているか否かを継続的に確

認していくことが必要であり、このよ

うな以後の状況の継続的確認があって

初めて制度の維持、拡大、縮小、廃止

など将来の運用の判断が可能となるも

のである。現在、効果測定の明確な指

標がなく、整備する必要がある。 

「意見」 

１．補助効果が定量的に把握できる補助

金については、原則として、補助効果

指標を設定し、補助金支出の効果をよ

り的確に把握することにより、補助金

制度の維持・縮小等の判断に反映させ

ることとした。 

２．○○県シルバー人材センター連合会

補助金について、事業推進総合計画を

閲覧したところ、シルバー人材センタ

ーについて、「知らなかった」という人

の割合は極めて少なく、大多数の人が

シルバー人材センターのことを認知し

ている結果が報告されている。しかし、

平成×年度は、普及啓発事業費に補助

額の半分近い多額の支出を行ってい

た。支出内容は、新聞、ラジオ等のメ

２．平成×年×月に、補助対象事業の内

容を見直すよう指導を行い、シルバー

人材センター自体の周知から、会員、

就業機会の獲得につながる広報へ転換

するようにした。 
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ディアを活用しての広報活動、郵便貯

金通帳カバーへの広告掲載等であっ

た。事業の必要性と効果を再度検討す

べきである。 

 

12．委託取引 
(1) 契約の方式及び相手方の選定方法は適正か。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．危険物取扱者従事状況調査業務の委託

金額決定に際しては、連合会から見積書

を入手しているが、この見積書は金額が

一行で書かれているのみであり、その根

拠となる内訳明細がない。県が積算を行

い予定価格を設定する場合、相手先から

の見積提示金額に査定的見地から検討

を加えることは、随意契約の下では必要

な手続と認められるが、現状では実績か

ら乖離したものとなっているといわざ

るを得ない。随意契約の場合は、相手先

に対して委託業務の仕様を提示した上

で、相手先自身による見積内訳を入手し

た上で委託金額決定についての検討を

加えるべきである。 

「結果」 

１．見積り合わせは、現行制度上、委託金

額の総額について行うこととされてお

り、費目ごとの見積額を提出させ、その

金額の査定を行うことは想定されてい

ない。委託額と実績額に乖離がある場合

には、それをできるだけ縮小していくた

め、実績確認を精緻化し業務の実態を把

握した上で、業務内容・実績額等を翌年

度の委託費積算に反映させる方向で検

討することとした。 

２．対象となる業務は、各土木事務所の職

員が○○センターの支部職員（本件業務

に携わる職員）に直接指示し事務所の事

務補助に従事させているのが実態であ

り、特に○○センターでなければ行い得

ない特殊技能を提供するようなもので

はなく、特命随意契約にしなければなら

ない理由はない。したがって、競争入札

により委託先を選定するべきものであ

る。また、本契約は業務上必要であるこ

とから契約された契約ではなく、契約の

抜本的な見直しが必要である。 

２．委託業務の内容、契約方法及び必要性

等の検討を踏まえ、当該業務委託は平成

×年度限りとした。 
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３．宿舎小修繕工事は小口工事の集合であ

り、財団法人○○センターとの委託取引

について個々の工事ごとに再委託先の

県の承諾を文書で入手することは煩雑

であることは十分理解できるとしても、

契約書記載のとおり、○○センターに対

して文書による県の承認手続を求める

必要がある。 

３．委託する業務の内容に即した契約内容

に改め、○○センターからは施行業者名

を届出させることとした。 

４．再委託先の承認手続について○○セン

ターは県からの文書による再委託の承

諾を得ていない。口頭で承諾を得ていた

としてもそれを客観的な文書で証する

必要があり、必ず書面にて県の承諾を得

ておく必要がある。 

４．平成×年度からセンターからの協議を

受け、書面による承諾を行うこととし

た。なお、手法としては、再委託先のほ

とんどが小修繕で、件数も 3,000 件を超

えることから、包括的な承諾形式とし

た。 

５．設計額×千万円以上の再委託業務 10

件のうち、入札参加業者がいわゆる孫請

け業者となっている業務が２件あった。

入札を意味あるものとするためには、入

札参加業者がいわゆる孫請け業者にな

れないことをあらかじめ入札参加の条

件とする等、対策が必要である。 

５．指摘の内容については、平成×年度に

おける当該業務の受託者に対し、入札参

加業者への再委託は禁止する旨の通知

を行った。併せて、競争入札参加心得に

ついては、県における物品調達等指名競

争入札参加心得に準じてきたところで

あるが、なお、その徹底を期すため、建

設工事競争入札参加心得に準拠した再

委託規制条項を新たに設け、競争入札制

度の実効性を確保していくこととした。

 

(2) 委託理由に合理性があるか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．自販機設置手数料の収受について○○

協会において多額の収益が生じている。

○○協会での税金の外部流失を避け、県

の財政収入に取り込む方策を検討すべ

きである。 

「結果」 

１．警察本部が直接管理する免許センター

においては、現行規定内で取組み可能な

方法として、本年４月から使用料を有償

化した。 

２．県営住宅管理委託業務について、給水

施設点検工事等一部の工事について特

命随意契約により再委託を行っている

２．指摘のあった給水施設保守点検業務を

施行するに当たって、センターでは「建

設工事に係る随意契約事務処理要領」に
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ものがある。これは、夜間の業務となる

等の諸要因を配慮した結果であるが、基

本的には入札によるか、少なくとも複数

の施工業者から見積書を徴求し、できる

だけ有利な価格で契約を結ぶようにす

るべきである。県は、○○センターに対

して再委託に関する契約方式の徹底を

指導する必要がある。 

照らして、応急措置等に機敏に対処する

ことができると判断し、例外的に特命随

意契約を締結したものであるが、今後は

同要領の解釈について、的確に運用する

ようセンターを指導する。なお、昇降機

保守管理業務、警報等機器監視警備及び

時間外緊急事故処理業務以外のほとん

どの契約は、県財務規則に準じた「契約

事務取扱規程」により競争入札又は複数

の者から見積書を徴した随意契約によ

り執行している。 

３．観光キャンペーンの業務委託の内容は

訪問先との食事に係る費用及び同行す

るミス○○に係る費用であり、このよう

な支払業務は、委託になじまないもので

ある。したがって、当該業務については、

今後は実行委員会に対する負担金等の

形で対応すべきである。 

３．平成×年度当初予算については、負担

金より措置した。 

 

(3) 委託事務に必要な件数、金額が予算上明確になっているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．コンテナターミナル及び野積場管理業

務の具体的な委託金額の算定について、

県は過去の「積算根拠」の金額等を参考

にして県自ら委託費の算出を行ってい

るが、特に人件費の算定内容について実

態とは異なっており、積算方法について

検討が必要である。 

「結果」 

１．人件費については、業務量、作業内容

を基礎にした積算方法に改めた（なお、

再委託業務に関しては、平成×年度より

貿易促進センターヘの委託業務から除

外し、県が直接発注する形態に変更し

た。）。 

 

(4) 委託料の算定方法は適正か。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．宿舎小修繕について、○○センターに

支払われる管理費については、その計算

基礎である管理比率について明確な根

「結果」 

１．管理費については、実際に要する費用

相当額から管理費率を求めるように改

めた。○○センターに対しては当該業務
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拠がなく検討の必要がある。この契約が

特命随意契約であることを考えるなら

ば、根拠の薄い比率によることなく実際

に要した費用相当（実費相当）をもって

管理費を積算すべきである。宿舎小修繕

については、年間の工事件数が 200 件程

度であることもあり、○○センターでも

専任者を置いておらず（担当者はいる

が、他業務との兼務）、この委託業務に

ついての原価の把握は行っていない。県

は○○センターに対し管理費も含めた

この業務の原価の把握を求めるととも

にこれを報告させる必要がある。そし

て、当該原価を基に委託金額を設定すべ

きである。 

に係る原価の把握を求めていく。 

２．県の物産と観光展は、県が主体の業務

であり、○○協会及び○○連盟は形式的

な主催者となっている。したがって、費

用も原則的には県が負担している。物産

展は、県内の希望業者が出店して開催さ

れるが、参加業者は出店に際しては費用

負担があり、○○協会に対して支払われ

る。物産展は県が実質的に主催し、費用

を負担して開催しているものであるか

ら、参加業者からの収入は本来県に帰属

すべきものであろう。○○協会は、物産

展の運営費用を県から受領しておきな

がら、参加業者からも手数料その他を徴

収しなければならない理由は見当たら

ない。今後県が○○協会に業務委託する

際の委託金額は、物産展開催に係る費用

の積算額から、参加業者よりの収入（見

込）額を差し引いた、○○協会の実質負

担額とするよう変更するなどして、参加

業者からの収入が県に帰属するよう改

めるべきである。 

２．これまで県からの委託事業として開催

していた物産展について、県、○○協会

及び○○連盟による実行委員会主催で

の開催に変更し、県は開催経費のうち、

会場費、行事費等に相当する経費を負担

することとした。 
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(5) 委託契約は適法であり、支払は正確か。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．○○財団への委託業務の一つに、会館

及びその付属設備の維持保全がある。委

託契約書にも「県民会館財産明細書」が

添付されており、財団が維持保全すべき

資産が明示されているが、それらの実在

性が、定期的な実地棚卸しの実施等によ

り確認されているかについて、県による

確認作業が実施されていなかった。県民

会館の性格上、不特定多数の利用者があ

ることをかんがみれば、定期的な現品確

認を実施する必要があり、その結果を県

に対して報告させるべきである。 

「結果」 

１．当財団の「重要物品」及び「供用物品」

等の確認については、新規購入を行う場

合は、当財団から書面にて協議を受け、

内容等を確認してから購入承認の回答

文書を送付、その上で財団で備品等を購

入し、財団から購入結果報告を受けてか

ら県において備品登録をし、毎年度末に

照合確認を行っている。また、廃棄処分

も同様の手続を行っている。新規購入、

廃棄処分については、今後ともその都度

確認、実施し、使用を継続している備品

については、財団において四半期ごとに

棚卸し等の実施により備品の確認を行

い、その結果を県に報告させるものとし

ている。 

２．海外観光ミッション派遣事業の業務委

託先の決定に当たっては、契約の相手方

は○○連盟のみに限定されるとして、随

意契約及び一者からの見積書徴収とな

っている。しかし、実際には、○○連盟

では受託業務のほとんどを民間の旅行

代理店に再委託しており、○○連盟自身

での業務は提供資料の発送など極めて

限定的なものとなっている｡このような

実態から見れば、業務の委託先としては

○○連盟のみに限定されるとする県の

主張は認め難く、むしろ、民間の旅行代

理店等の方が実施能力があるものと認

められる。外部への業務委託の趣旨及び

委託先の業務遂行能力から考えれば、委

託先を○○連盟に限定する理由はなく

なるため、当該業務委託については、委

２．今後、海外観光ミッションを派遣する

場合には、ホテル、通訳、バス等の手配

については、直接、民間の旅行代理店等

へ手配することとした。 
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託先選定の原則に従って競争入札への

転換を検討すべきである。 

３．財団法人○○会館との委託取引につい

て、委託事業に係る直近３年間の収支差

額がゼロとなっている。このことは委託

契約書に精算条項がないことから、１年

間にわたる事業の実施の結果、事業費が

当初の見積額に１円の狂いもなく一致

したということであり、常識的には極め

て異例かつ不自然の状態であるといわ

ざるを得ない。特命随意契約による県の

委託事業に係る事業収支については、受

託者側に結果説明の責任があることか

ら、実態に合致した事業費の把握が必要

であり、県担当課において十分なる指導

が望まれる。 

３．指摘された件については、従来委託契

約書の条項に精算条項が盛り込まれて

いなかったが、平成×年度より委託契約

書に精算条項の規定を加え、より適正な

委託業務の実態把握と会計処理を行う

こととした。 

 

(6) 委託料は業務の内容に対し適正な水準か。委託先では業務コストの削減努力が行

われているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．年間委託総額契約方式による業務委託

について、委託収支がゼロとなって開示

されている。県警担当課は、○○協会に

対しては業務遂行の正しい実態の開示

を求め、効率的事業遂行を念頭に置いて

委託料積算に当たる必要がある。 

「結果」 

１．委託収支がゼロ（委託業務完了後の積

算が±０）との指摘については、運転免

許証更新時講習業務では○○協会側で

教材購入費等で事業費の調整が図られ

ていたものであり、他の業務についても

提出された業務完了報告に基づき精算

したことによるもので、指摘後は業務実

績を精査し適切な精算に努めている。ま

た、委託料の積算については、これまで

人件費や諸物価の変動を勘案しつつ積

算していたが、指摘後は、委託業務の収

支等の実績確認を精緻化し、確認した業

務内容・実績額等を委託費積算に反映さ

せている。 

２．車両移動保管事業について、違反者か ２．指定車両移動保管機関の運営態勢の適
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らの滞納が存在することによって事業

収支がマイナスとなっている。本人へ接

触して入金を促すこと、警察署長に対し

て徴収の申請を行うこと等により強力

な回収行動を起こす必要がある。 

正化を図るため、本人への接触を図り入

金を促すなどの積極的な自主回収活動

を指導したほか、道路交通法第 51 条の

３（指定車両移動保管機関）第８項の運

用を図ることとした。 

３．県は、○○センターに対し再委託料の

低減に努めるよう指導する必要があり、

原則どおり競争入札により再委託先を

選定せしめるか、随意契約を行う場合に

は少なくとも県が自ら契約を行う場合

と同等の基準をもってこれを行う等指

導する必要がある。 

４．再委託業務については、平成×年度よ

り○○センターヘの委託業務から除外

し、県が直接発注する形態に変更した。

４．県が○○協会に業務委託する際の委託

金額は、県での積算に基づいて決定され

るが、現状の積算方法はおおむね前年度

の積算額をベースに、当年度の予算額を

加味して決定するのみである。すなわ

ち、前年度の運営費用の実績額を把握

し、その内容を分析するなどして必要額

を積算するような行動は取られていな

い。ある物産展について、県の積算額と

○○協会の申告による実績額を比較し

てみると、乖離が生じており、この乖離

はすべての物産展についてもいえるこ

とである。今後、県では物産展開催に当

たっての○○協会の収入と費用の実績

額を把握し、実態に合った委託費を算定

するよう改めるべきである。 

５．開催に係る収入と費用の実績を把握・

精査した上で県としての負担金額を確

定し、支出することとした。 

 

(7) 当該委託契約は予定した行政目的達成に貢献しているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．県の負担を減少させるためには、支出

を抑制するか、収入を増加させるかのい

ずれかしかないが、支出の抑制について

はこれまでも実施されてきたところで

「結果」 

１．会議室の利用状況をホームページなど

で広報するとともに文化関係団体や企

業に会議室の利用について働きかけて

いく。また、大ホールについては、高い
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あり、おのずから限界があると思われ

る。したがって、今後は、収入の増加と

いう面での知恵をしぼる必要があろう。

利用率向上とそれによる固定費の回収

という点からは、ホールについていえ

ば、柔軟な料金設定を検討することが考

えられる。会議室についても、月例使用

する団体などに対する年間割引契約制

度の導入、使用頻度の高い団体への優遇

措置の適用を検討することが考えられ

るであろう。 

利用率となっている。 

２．貿易関係啓発事業業務の必要性及び有

用性を肯定するとしても、現在の利用者

数からするとその効果は極めて限られ

たものといわざるを得ず、委託費投入の

意義は十分に発揮されていない。県及び

○○センターは利用者増に向けた企画

の立案、学校教育への利用等、より一層

の努力が必要である。多くの税金を費消

する事業の結果を事実として正しく認

識し、当該委託事業の意義を見直してい

く必要があると思われる。 

２．貿易展示室の一日平均の入場者につい

ては、年々増加してきているが、より一

層の利用者増を図るため、ジェトロ支援

センターの相談・情報コーナーの設置

や、教育コーナーの充実など、機能強化

を図っていくこととした。 

３．県はライフル射撃場の運営のために平

成×年度では、×百万円支出しているが

使用料としてその１割程度しか回収し

ていない。ライフル射撃競技が特殊な競

技スポーツであることから県の負担が

最小になるように使用料を見直し、受益

者負担に基づく運営を検討すべきであ

る。 

３．射撃場使用料については、平成×年度

に見直しを行ったものであるが、結果と

して、現行料金据置きとなったものであ

る。次回の見直し時において、他県同様

施設との料金比較、管理経費の伸び率等

を勘案しながら精査することとした。 

 

(8) 委託契約の履行について適時、適切に確かめられているか。 

監査結果等 措置状況 

「結果」 

１．県営住宅管理委託業務について、○○

センターが行う維持修繕工事のうち、小

「結果」 

１．小口修繕工事については、平成×年度

から居住者からの工事が終了したこと
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口修繕工事について、○○センター担当

者による工事終了確認（検収）が行われ

ていない（検収記録が残されていな

い。）。県民の税金を原資とする資金の支

払が行われる以上実際に工事が行われ

たことにつき何らかの方法により確認

を行うべきであり、県は○○センターに

対して改善を行うよう指導する必要が

ある。 

についての確認の署名を、業者が提出す

る請求書等に求める手法を導入し、署名

があることを検収に代え、工事代金を支

払うこととした。 

２．コンテナターミナル及び野積場管理業

務について、平成×年度の契約において

実施が織り込まれていた作業のうち、

「メンテナンスクレーン点検整備業

務」、「燻蒸庫廃液処理業務」は実施され

ていない。これに対し委託料はそのまま

支払われており、結果として委託料の過

大支払となっている。業務を行わなかっ

た以上、県は上記委託料を○○センター

に返還させるなどの是正措置を講じる

べきである。 

２．今後、返還方法・時期等を整理し、委

託料の返還手続を具体的に進める。 

３．県は○○センターからの業務完了報告

書を受け完了検査を行っており、検査の

結果委託業務が適正に実施されたこと

が確認されている。しかし、未実施項目

の存在もあり検査の形骸化がなかった

か疑問である。十分な検査を行うことが

必要である。 

３．業務記録を定期的に確認するなど、今

後、業務実施状況を正確に把握するため

の方法を検討していくこととした。 

 

以 上 


